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はじめに 写

真

近年、障害者の増加や高齢化、障害の重度化や重複化がみられるとともに、少子化

に伴う急速な高齢化の進行や核家族化によって、家庭における介護機能の低下等様々

な問題が生じ、障害者のニーズも多様化かつ高度化しています。

こうしたなか、障害者施策については、全ての人々が共に等しく地域で学び、働き、

そして豊かに暮らすことのできる社会が本来の社会であるという「ノーマライゼーシ

ョン」の考え方を基本理念とし、障害をもった人が可能な限り地域の中で自立して暮

らし、社会参加ができるよう、施設福祉から地域福祉・在宅福祉へという大きな流れ

が生まれています。

本市では、障害者に関する施策を積極的に推進するなか、２１世紀を迎えた今、長

期的展望に立って、障害者の自立や社会参加を阻む障壁が依然として存在する現状を

踏まえ、東金市第３次総合計画との整合性や関連施策との連携を図りながら、障害者

団体の要望や意見をできる限り反映させることを基本に、より一層の障害者施策を推

進するため、「東金市障害者計画」の策定に取り組んでまいりました。

策定に際しましては、「東金市の障害者福祉に関する調査」を基礎とするとともに、

さらには、各障害者団体等のヒアリングを実施し、障害者団体の代表や医療・保健等

関係機関の代表、市議会の代表、学識経験者などから構成する「東金市障害者施策推

進協議会」を設置して、委員の皆様から貴重なご意見をいただき、計画内容の充実を

図ってまいりました。

この計画は、ノーマライゼーションのまちづくりを計画の理念として、各事業を展

開していく基本的方向を定めたもので、期間は平成１３年度から平成２２年度までの

１０年間であります。

本市を取り巻く財政環境は、近年極めて厳しい状況にありますが、社会状況の変化、

変容する市民ニーズを的確に把握し、限られた財源を有効に活用するなど効果的な施

策実施に努め、東金市第３次総合計画の基本方針の１つであります、「市民が生涯を

通じて心も体も健康で、地域で支え合いながら人生をおくることができるまち、市民

一人ひとりの気持ちを大切にするぬくもりのあるまちづくり」をめざして、この計画

を積極的に推進してまいりたいと考えておりますので、市民の皆様を始め関係各位の

より一層のご理解とご協力をお願い申し上げる次第です。

最後に、本計画の策定にあたり、東金市障害者施策推進協議会委員の皆様を始め、

実態調査にご協力いただきました数多くの皆様に対し、貴重なご意見やご提言をいた

だきましたことに心から感謝申し上げます。

平成１３年 ３月

東金市長 志賀直温
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この計画書を読むにあたって

◆ この計画において「障害者」とは、障害者基本法に定められているとおり、

身体障害者、知的障害者、及び精神障害者を総称しています。これには、てん

かん及び自閉症を有する者並びに難病に起因する身体又は精神上の障害を有す

る者であって長期にわたり生活上の支障がある者も含まれます。

また、特に「障害児」と区分していない場合には、年齢のいかんを問いませ

ん。

◆ この計画において「障害児」とは、上記の障害をもつ児童（満18歳未満）を

いいます。

◆ この計画書において、総論、各論それぞれの初出時に＊＊の記号を付した用語

は、巻末の資料編に用語解説がありますのでご参照ください。





（１）計画策定の背景と趣旨

① 障害者施策の国際的な取り組み

**
国際連合は、1981（昭和56）年の「国際障害者年」において、障害者の「完全参加

と平等」を目標テーマとしました。そして、この趣旨をより具体的に推進するため、
**

1983（昭和58）年から1992（平成４）年を「国連・障害者の十年」とし、障害者が社

会生活及び社会の発展に完全に参加できること、他の人々との平等な生活が営めるこ

と、経済的および社会的発展によって、改善される生活状況を平等に享受できること

を目的として、世界各国で障害者施策への取り組みが行われました。

「国連・障害者の十年」の最終年には、国連アジア太平洋経済社会委員会（ＥＳＣ
**

ＡＰ）において、1993（平成５）年から2002（平成14）年の10年間を「アジア太平洋

障害者の十年」とすることとともに、「アジア太平洋地域における障害者の完全参加

と平等に関する宣言」及び「『アジア太平洋障害者の十年』（1993～2002年）行動課

題」が、世界各地域に先駆けて決議・採択され、アジア太平洋地域の障害者施策が推

進されています。

② わが国の取り組み

わが国においても、1982（昭和57）年に「障害者対策に関する長期計画」、1993
**

（平成５）年に「『障害者対策に関する新長期計画』－全員参加の社会づくりをめざ

して－」（平成５～14年）が策定され、障害者の主体性、自立性の確立などを目指し

た障害者施策の総合的・効果的な推進が図られてきました。

また、1993（平成５）年には、障害者の自立と社会参加を一層推進するために「心
**

身障害者対策基本法」が「障害者基本法」として改められ、1995（平成７）年には、
**

新長期計画の重点施策実施計画として、具体的な数値目標を設定した「障害者プラン
**

～ノーマライゼーション７か年戦略～」が策定されました。

現在、このプランにもとづき、国では様々な施策が推進されているところですが、

地方公共団体においても地域の特性に応じた主体的な取り組みが求められています。

さらに、国では、社会福祉全般の施策の見直しに取り組んでおり、1999（平成11）
**

年に示された「社会福祉基礎構造改革について（社会福祉事業法改正法案骨子）」で

は、①個人の自立を基本とし、その選択を尊重した制度の確立、②質の高い福祉サー

ビスの拡充、③地域での生活を総合的に支援するための地域福祉の充実の３つが具体
**

的な改革の方向として示され、2000（平成12）年には「社会福祉事業法」が改正され

ました。
**

この改革により、従来「措置」という形で市町村が提供してきた福祉サービスは、
**

利用者と事業者の「契約」による利用者本位のサービス利用へと大きく転換すること

となります。
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このような流れは、障害者福祉分野においても同様で、1999（平成11）年１月の障

害者関係３審議会（身体障害者福祉審議会、中央児童福祉審議会障害福祉部会、公衆

衛生審議会精神保険福祉部会）の合同企画分科会において、「今後の障害者保健福祉

施策の在り方について」の意見具申が出され、ノーマライゼーション及び自己決定の

理念の実現のために、利用者本位の考え方に立つ新しいサービス利用制度の在り方が

必要であるという考え方が示されています。

③ 千葉県における取り組み

千葉県では、1982（昭和57）年に、障害者福祉施策の基本的方向を示す「千葉県障

害者施策長期推進計画」が策定されました。

さらに、1993（平成５）年には、国の「『障害者対策に関する新長期計画』－全員

参加の社会づくり－」の策定や、「心身障害者対策基本法」の改正等をうけ、21世紀
**

を展望した障害者の一層の「完全参加と平等」を目指した「『千葉県障害者施策新長

期計画』－全員参加の社会づくりをめざして－」が策定され、障害者施策の総合的展

開が進められています。

④ 本市におけるこれまでの取り組みと課題

本市では、これまでも国、県の動向に対応しながら、障害者施策の推進に努めてき

ました。そうした中で、障害者自身や支援する人々の高齢化が進むとともに、家族機

能の変化に伴って介護力が低下するなどの問題が発生しています。

また、「ノーマライゼーション」の理念に基づく地域社会づくりや、社会福祉基礎

構造改革に示されているように、障害者自身が主体性を持って、自己実現できるよう

な支援が求められるようになりました。

このため、福祉や保健・医療をはじめとして教育や雇用、まちづくりなど障害者施

策にかかわる様々な分野が連携し、総合的な施策の展開を図っていく必要が生じてい

ます。

⑤ 計画策定の取り組みと趣旨

本計画の策定にあたっては、障害者を含む市民の意見を計画に反映するために、障

害者団体の代表、市民の代表、医師、学識経験者などで構成する「東金市障害者施策

推進協議会」を設置し、審議を重ねました。

また、計画の策定に先立ち、障害者の実態や意識、及び、市民の障害者福祉に関す

る意識等を把握するために、市内に居住する障害者及び市民 500名を対象として、平

成11年10月から12月にかけてアンケート調査を実施しました。

さらに、東金市身体障害者福祉会、手をつなぐ親の会、山武郡市精神障害者家族会

などの障害者団体とヒアリングを実施し計画策定に取り組みました。

本計画では、障害者を含め、誰もが活動しやすい安全で快適なまちをつくるため、
**

公共施設や交通機関のバリアフリー化を進めるとともに、障害者の生活の質の向上と
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家族の介護負担の軽減を図れるよう生活支援を行い、誰もが安心して生活できるまち

を築くことをめざします。

（２）計画の位置付け

本計画は、市の上位計画である「東金市第３次総合計画」に定めた「人・自然 と

きめき交感都市 東金」の将来像を実現するために、障害者福祉の充実を図る個別計

画として策定しました。

また、本市における関連計画、国の「障害者プラン」、県の「千葉県障害者施策新

長期計画」との整合性をもつ計画です。

（３）計画の期間

本計画の期間は、平成13年度から平成22年度の10年間とします。なお、今後の社会

経済情勢の急激な変化や、国、県の施策等に柔軟に対応するため、必要に応じて計画

の見直しを行います。

－３－
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（１）障害者の状況

本市の身体障害者、知的障害者、精神障害者、難病者について、それぞれの状況を

以下に示します。

① 身体障害者

本市における身体障害者（身体障害者手帳所持者）数は、平成12年３月31日現在、

1,149人で、そのうち18歳未満が48人、18歳以上が 1,101人となっています。

平成８年からの推移をみると、18歳未満の身体障害児数には大きな変化はみられま

せんが、18歳以上の身体障害者数は平成12年を除き毎年増加しており、身体障害者全

体では、平成８年以降、平成12年までに96人増加しています。

図表Ⅰ－２－１ 身体障害者数の推移

(人)
1,281

1,122 1,176 1,149
1,053

(40) (48) (48)
(36) (37)

(1,017) (1,085) (1,136) (1,233) (1,101)

凡例
18歳未満の身体障害児
18歳以上の身体障害者

平 平 平 平 平
成 成 成 成 成
８ ９ 10 11 12
年 年 年 年 年

資料）市民福祉部福祉課
注１）平成８年～12年の数値は各年３月31日現在の身体障害者手帳所持者数。
注２）（ ）内の数値は、18歳未満の身体障害児、18歳以上の身体障害者それぞれの人数。

最上段の数値は身体障害者全体の人数。
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等級区分では、平成12年３月31日現在、１級・２級の重度者が49.1％となっていま

す。

平成８年からの推移をみると、１級の割合が増加しており、障害の重度化の傾向が

みられます。

また、千葉県全体と比較すると、１級の割合がわずかながら低くなっていますが、

大きな差はみられません。

図表Ⅰ－２－２ 身体障害者の等級区分別割合の推移

障害区分では、「肢体不自由」が約６割みられ、最も多くなっています。以下、
** **

「内部障害」「視覚障害」「聴覚・平衡機能障害」「音声・言語・そしゃく機能障

害」の順となっています。

ここ数年の推移をみると、平成８年以降、「内部障害」は年々増加していますが、

その他は、ほぼ横ばい状態です。

また、千葉県全体と比較すると、「肢体不自由」の割合がわずかながら高く、「聴

覚・平衡機能障害」の割合がわずかながら低くなっていますが、千葉県全体の割合と

の間に大きな差はみられません。

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

平成８年 24.9 18.7 20.2 19.5 9.6 7.1 ( 1,053)

平成９年 26.1 18.7 19.8 19.3 9.4 6.7 ( 1,122)

東
金 平成10年 26.2 18.5 19.5 19.8 9.0 7.0 ( 1,176)
市

平成11年 26.9 17.0 18.0 19.1 8.4 10.5 ( 1,281)

平成12年 30.6 18.5 17.0 20.2 7.6 6.2 ( 1,149)

参考・千葉県 31.7 18.8 16.5 19.8 7.2 6.0 (120,008)
（平成12年）

(%)

資料）市民福祉部福祉課
参考）千葉県健康福祉部障害福祉課
注１）各年とも３月31日現在の身体障害者手帳所持者。
注２）( )内の数値は身体障害者数。
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図表Ⅰ－２－３ 身体障害者の障害区分別割合の推移

聴覚・ 音声・言語・
視覚障害 肢体不自由 内部障害

平衡機能障害 そしゃく機能障害

平成８年 8.3 8.4 1.5 61.4 20.4 (1,053)

平成９年 8.5 7.9 1.6 61.1 20.9 (1,122)

東
金 平成10年 8.0 8.2 1.5 61.7 20.6 (1,176)
市

平成11年 7.7 7.9 1.4 60.9 22.1 (1,281)

平成12年 7.9 7.0 0.9 58.6 25.7 (1,149)

参考・千葉県 8.0 8.0 1.3 57.7 25.0 (120,008)
（平成12年）

(%)

資料）市民福祉部福祉課
参考）千葉県社会部障害福祉課
注１）各年の数値は３月31日現在の身体障害者手帳所持者。
注２）( )内の数値は身体障害者数。
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② 知的障害者

平成12年４月１日現在の本市の知的障害者（知的障害者名簿登載者）数は、18歳未

満の40人と18歳以上の 152人を合わせて 192人です。

平成８年からの推移をみると、知的障害者総数では、平成10年を除き、毎年増加し

ており、平成８年以降、平成12年までに26人増加しています。

18歳以上の知的障害者は、平成８年の97人から平成12年の 152人へと55人増加して

います。一方、18歳未満の知的障害児は、平成８年の69人から平成12年の40人へと29

人減少しています。

図表Ⅰ－２－４ 知的障害者数の推移

(人) 192
174 178

166 163
( 40)

( 40)
( 69) ( 67) ( 54)

(152)
(138)

( 97) (107) (109) 凡例
18歳未満の知的障害児
18歳以上の知的障害者

平 平 平 平 平
成 成 成 成 成
８ ９ 10 11 12
年 年 年 年 年

資料）市民福祉部福祉課
注１）数値は各年４月１日現在の知的障害者名簿登載者数。
注２）（ ）内の数値は、18歳未満の知的障害児、18歳以上の知的障害者それぞれの人数。

最上段の数値は知的障害者全体の人数。
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程度別割合をみると、平成12年４月１日現在、重度が52.1％、中度が31.3％、軽度

が16.7％となっています。

平成８年からの推移をみると、重度の割合は平成８～10年の45％前後から平成11～

12年の52％台へと増加しており、知的障害者の重度化の傾向がみられます。

また、千葉県全体と比較すると、本市の知的障害者は重度の割合が約８ポイント高

くなっています。

図表Ⅰ－２－５ 知的障害者の程度別割合の推移

重 度 中 度 軽 度

平成８年 46.4 34.9 18.7 ( 166人)

平成９年 45.4 36.2 18.4 ( 174人)

東
金 平成10年 44.8 32.5 22.7 ( 163人)
市

平成11年 52.8 30.9 16.3 ( 178人)

平成12年 52.1 31.3 16.7 ( 192人)

参考・千葉県 44.4 29.7 25.9 (19,716人)
（平成12年）

(%)

資料）市民福祉部福祉課
参考）千葉県社会部障害福祉課
注１）各年４月１日現在の知的障害者名簿登載者。
注２）( )内の数値は知的障害者数。
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③ 精神障害者

**
平成12年３月31日現在の本市の通院医療費公費負担制度の承認件数は 278件です。

平成８年以降、平成12年までに72件増加しています。

図表Ⅰ－２－６ 通院医療費公費負担制度承認件数の推移

**
精神障害者保健福祉手帳交付制度に基づく手帳の所持者数は、平成７年の制度開始

以来、東金市内で81人（平成12年３月31日現在）となっています。

図表Ⅰ－２－７ 精神障害者保健福祉手帳所持者数

(件)
265 265 278

231
206

平 平 平 平 平
成 成 成 成 成
８ ９ 10 11 12
年 年 年 年 年

資料）山武保健所
注）数値は各年３月31日現在の承認件数。

(人)

81
73

67

40

27

平 平 平 平 平
成 成 成 成 成
８ ９ 10 11 12
年 年 年 年 年

資料）山武保健所
注）数値は各年３月31日現在の精神障害者保健福祉手帳所持者数。
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④ 難病者

** **
本市における難病者数を、県が実施している小児慢性特定疾患治療研究事業及び特

定疾患治療研究事業の受給者数からみると、平成12年３月31日現在、それぞれ 493人、

197人であり、難病者数は合わせて 690人となっています。

推移をみると、小児慢性特定疾患治療研究事業及び特定疾患治療研究事業の受給者

数は、平成８年以降、平成12年までに 155人増加しています。

図表Ⅰ－２－８ 難病者数の推移

(人) 677 690

602 579

535

(412) (487) (493)

(447)
(399)

凡例
小児慢性特定疾患治療
研究事業受給者

(167) (190) (197) 特定疾患治療研究事業
(136) (155) 受給者

平 平 平 平 平
成 成 成 成 成
８ ９ 10 11 12
年 年 年 年 年

資料）山武保健所
注１）( )内の数値は小児慢性特定疾患治療研究事業受給者数及び

特定疾患治療研究事業受給者数、最上段の数値は合計人数。
注２）数値は各年３月31日現在の受給者数。
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（２）調査結果からみる状況

本市で平成11年度に実施した「東金市の障害者福祉に関する調査」の調査結果から、健

康・医療・保健、就学・就業、社会参加、住宅、まちづくりなどの分野別に本市の障害者

の状況を以下に示します。

同調査の実施概要は以下のとおりです。

【東金市の障害者福祉に関する調査実施概要】

調査の種類 対象者 実施方法 有効回収数

（回収率）

①身体障害者調査 東金市内に居住する 郵送配布・郵送回収 588件

身体障害者手帳所持者 （自記式） （57.1％）

1,030件 （全数）

②知的障害者調査 東金市内に居住する 郵送配布・郵送回収 85件

知的障害者名簿登載者 （自記式） （45.5％）

187件 （全数）

③精神障害者調査 東金市内に居住する精 各機関を通じて配付・ 175件

神障害者 360件 回収 （48.6％）

（市内及び近隣の４医

療機関及び精神障害者

家族会を通じて対象者

を選定）

④難病者調査 市内の特定疾患療養者 郵送配布・郵送回収 205件

援護金受給者 （自記式） （53.1％）

386件 （全数）

⑤市民調査 東金市内に居住する 郵送配布・郵送回収 220件

20歳以上の男女 （自記式） （44.0％）

500件 （住民基本台帳

に基づく無作為抽出）

注１）調査は平成11年10月30日～12月15日に実施しました。

２）身体障害者調査の有効回収のうち、障害者（18歳以上）は575件、障害児（18歳未満）は13件です。

３）知的障害者調査の有効回収のうち、障害者（18歳以上）は68件、障害児（18歳未満）は17件です。

４）難病者調査の有効回収のうち、難病者（18歳以上）は84件、難病児（18歳未満）は121件です。
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① 健康・医療・保健の状況

ア 健康状態

健康状態をみると、身体障害児、知的障害児・者では、「健康」または「普通」という

健康上特に問題なく暮らしている人がいずれも７～８割程度を占めています。

これに対し、身体障害者では、「健康」または「普通」は42.4％にとどまり、「療養中」

が32.2％、「病弱」が18.3％となっています。

図表Ⅰ－２－９ 健康状態

イ 医療における困りごと

診療やリハビリテーションを受けるにあたっての困りごとは、身体障害児、知的障害児、

難病児・者では「専門的な治療を行う医療機関が身近にない」が最も多くなっています。

また、身体障害者では「気楽に往診を頼める医者がいない」、知的障害者では「病状を正

確に伝えられない、医師の指示等が難しくてよくわからない」、精神障害者では「医療費

の負担が大きい」が最も多くなっています。

健康・普通 弱い・病気 療養中 入院中 無回答
がち

[9] [2] [1] [1]
身体障害児 69.2 15.4 - 7.7 7.7 ( 13人)

身体障害者 42.4 18.3 32.2 4.0 ( 575人）
3.1

[13] [4] -
知的障害児 76.5 23.5 - ( 17人）

-

知的障害者 67.6 14.7 13.2 1.5 ( 68人）
2.9

(%)

注）身体障害児、知的障害児の[ ]内は回答実数（人）。
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図表Ⅰ－２－10 医療における困りごと（複数回答）

(身体障害児､知的障害児の上段:実数､下段:%)
*1 *2

通 病 専 専 病 気 複 夜 歯 医 そ と 無
院 状い 門 門で 気 楽 数 間 科 療 の く 回
すし を、 的医 的き 等 に の通 や 診 費 他 に困 答
るて 正医 な療 なる の 往 病わ 休診 療 の っ
とく 確師 治機 機機 とく 診 院な 日療 を 負 て
きれ にの 療関 能関 きれ を にけ にが 受 担 い
つる 伝指 をが 回が にる 頼医 れ 身受 け が る
き人 え示 行身 復身 受機 め者 ば 近け ら 大 こ
そが らが う近 訓近 け関 るが な でら れ き と
いい れ難 に 練に 入が い ら れ な い は
をな なし な がな れな な な な い な
い い い い てい い い い い

身体障害児 - - 4 3 1 3 3 1 1 - 1 4 1
（ 13人） - - 30.8 23.1 7.7 23.1 23.1 7.7 7.7 - 7.7 30.8 7.7

身体障害者 5.4 4.3 12.3 7.1 7.3 15.7 9.2 10.3 5.4 12.2 3.5 35.0 17.4
（ 575人）

知的障害児 2 5 6 2 2 3 3 4 3 3 3 4 1
（ 17人） 11.8 29.4 35.3 11.8 11.8 17.6 17.6 23.5 17.6 17.6 17.6 23.5 5.9

知的障害者 2.9 27.9 17.6 4.4 4.4 11.8 7.4 7.4 16.2 10.3 7.4 16.2 30.9
（ 68人）

*2
通 専 病 気 医 通 複 具 そ と 無
院 門 気 楽 療 院 数 合り の く 回
すし 的医 等 に 費 に の通 がに 他 に困 答
るて な療 の 往 の 要 病わ 悪い っ
とく 治機 とく 診 負 す費 院な くけ て
きれ 療関 きれ を 担 る用 にけ なな い
つる をが にる 頼医 が 負 れ っい る
き人 行身 受機 め者 大 担 ば てこ こ
そが う近 け関 るが き が な 薬と と
いい に 入が い い 大 ら をが は
をな な れな な き な 取あ な
い い てい い い い る い

精神障害者 6.3 1.7 4.6 5.7 14.9 4.6 6.3 7.4 46.3 14.9
（ 175人）

難病児 2.5 20.7 9.1 14.0 7.4 5.8 12.4 55.4 3.3
（ 121人）

難病者 4.8 16.7 8.3 9.5 7.1 11.9 9.5 44.0 9.5
（ 84人）

注）選択肢の正しい表現は次のとおり。
*1「病状を正確に伝えられない、医師の指示等が難しくてよくわからない」
*2「ちょっとした病気やけがのときに、受けいれてくれる医療機関が身近にない」
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② 介助の状況

ア 日常生活における介助の必要性

身体障害児・者及び難病者では、『外出』（身体障害児69.2％・９人、身体障害者41.5

％、難病者22.6％）時に介助を必要とする人の割合が最も高くなっています。また、知的

障害児者では『意思の伝達』（知的障害児88.2％・15人、知的障害者66.2％）で介助を必

要とする人の割合が最も高く、『外出』が続きます。

図表Ⅰ－２－11 日常生活における介助の必要性
（何らかの介助が必要な人の割合）

(身体障害児･知的障害児の上段:実数､下段:%)

食 排 入 衣 寝 屋 外 意
服 返 内 思

事 泄 浴 の り 移 出 の
着 動 伝
脱 達

身体障害児 7 6 8 7 2 5 9 8
（ 13人） 53.8 46.2 61.5 53.8 15.4 38.5 69.2 61.5

身体障害者 20.7 19.0 28.4 27.3 12.6 20.0 41.5 15.7
（ 575人）

知的障害児 10 12 11 10 6 14 15
（ 17人） 58.8 70.6 64.7 58.8 35.3 82.4 88.2

知的障害者 17.7 16.2 41.2 20.6 11.7 61.7 66.2
（ 68人）

難病児 3.3 5.0 11.5 6.6 2.5 2.5 9.1
（ 121人）

難病者 13.1 10.7 20.2 22.6 11.9 10.7 22.6
（ 84人）

イ 主な介助者・援助者の属性

主な介助者・援助者の続柄をみると、身体障害児、知的障害児・者、精神障害者及び難

病児は「母親」が最も多く、特に、身体障害児、知的障害児、難病児ではいずれも９割を

超えています。また、身体障害者および難病者では、「配偶者」が最も多くなっています。

主な介助者・援助者の性別は、すべての障害者で女性が多くなっています。

また、主な介助者・援助者の年齢をみると、身体障害児、知的障害児では35～44歳（身

体障害児63.6％・７人、知的障害児75.0％・12人）が多く、難病児では25～34歳が52.9％

・９人で多くなっています。これに対して、身体障害者、知的障害者、精神障害者、難病

者では高齢者が多く、特に、身体障害者、難病者では65歳以上が30％を超えており、介助

者・援助者の高齢化が進んでいます。
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図表Ⅰ－２－12 主な介助者・援助者の続柄・性別・年齢

(身体障害児･知的障害児･難病児･者の上段:実数､下段:%)

父 母 配 子 子 兄 そ ホ 施 そ 誰 無
親 親 偶 ど ど 弟 の家 ー 設 の も 回

者 も もの 姉 他族 ムヘ の 他 い 答
配 妹 の・ ル 職 な
偶 親 パ 員 い
者 族 ー

身体障害児 - 11 - - - - - - - - - -
（ 11人） 100

身体障害者 1.4 5.9 48.3 18.3 7.6 4.5 2.1 0.7 - 2.7 1.0 7.6
（ 290人）

知的障害児 1 15 - - - - - - - - - -
（ 16人） 6.3 93.8

知的障害者 5.5 67.3 1.8 - - 7.3 1.8 - - 7.3 - 9.1
（ 55人）

精神障害者 3.4 18.9 12.6 3.4 1.7 2.9 1.2 - 17.7 9.2 14.9 14.3
（ 75人）

難病児 - 17 - - - - - - - - - 1
（ 18人） 94.4 5.6

難病者 - 3 13 4 1 1 - - - 1 - 2
（ 25人） 12.0 52.0 16.0 4.0 4.0 4.0 8.0

注１）身体障害者の「その他」には、「友人・仲間」（0.7）、「近所の人・知人」（1.0）を含む。
注２）知的障害者の「その他の家族・親族」には、「祖父母」（1.8）を含む。
注３）精神障害者の「その他の家族・親族」には、「祖父母」（0.6）を含み、「その他」には、
「家政婦」（0.6）を含む。

性別 年 齢

男 女 24 25 35 45 55 65
歳 ～ ～ ～ ～ 歳

性 性 以 34 44 54 64 以
下 歳 歳 歳 歳 上

身体障害児 - 10 - 2 7 1 - -
（ 11人） - 90.9 - 18.2 63.6 9.1 - -

身体障害者 20.8 68.3 1.5 3.4 7.9 17.0 23.4 36.6
（ 265人）

知的障害児 1 15 - 1 12 3 - -
（ 16人） 6.3 93.8 - 6.3 75.0 18.8 - -

知的障害者 14.0 80.0 4.0 4.0 6.0 34.0 22.0 24.0
（ 50人）

精神障害者 21.8 33.1 0.8 2.4 8.9 12.1 12.1 19.4
（ 124人）

難病児 - 16 - 9 5 1 1 -
（ 18人） - 94.1 - 52.9 29.4 5.9 5.9 -

難病者 6 15 - - 2 4 6 8
（ 25人） 26.1 65.2 - - 8.7 17.4 26.1 34.8

注）無回答は省略。
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③ 就学・就業の状況

ア 就学等の状況

【就学等の状況】

身体障害児の就学等の状況は、「小学校・小学部」が５名で最も多く、「幼稚園・保育

園」が３名で続いています。

知的障害児では、「高等学校・高等部」「小学校・小学部」がともに６名で最も多くな

っており、普通学級へ通学している人はみられません。

難病児は「小学校・小学部」が46.3％で最も多くなっており、また、「学校等に行かず

家にいる人」も１割みられます。

図表Ⅰ－２－13 就学等の状況

(上段:実数､下段:%)

仕 高 中 小 幼 通 専 そ 学 無
事 等 学 学 稚 園 門各 の 校ず 回
をし 学 校 校 園 施 学種 他 等家 答
て 校高 ・中 ・小 ・保 設 校学 にに
い ・等 等 学 育 ・校 行い
る 部 部 部 園 等 かる

身体障害児 - - 2 5 3 1 - - 1 1
（ 13人） - - 15.4 38.5 23.1 7.7 - - 7.7 7.7

知的障害児 - 6 2 6 - 2 - - 1 -
（ 17人） - 35.3 11.8 35.3 - 11.8 - - 5.9 -

難病児 1 18 15 56 15 - - 1 13 2
（ 121人） 0.8 14.9 12.4 46.3 12.4 - - 0.8 10.7 1.7

注）身体障害児の「中学校・中等部」は２名とも普通学級、「小学校・小学部」は２名が普通学

級であり、養護学校、盲学校、ろう学校が各１名である。

知的障害児の「高等学校・高等部」「中学校・中等部」「小学校・小学部」では、普通学級

と回答した人はみられない。
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【通園・通学での困りごと】

通園・通学していての困りごとは、身体障害児・者、知的障害児・者ともに「通うのが

大変である」（身体障害児・者22.7％・５人、知的障害児・者18.2％・４人）が最も多く、

知的障害児・者では「卒業・卒園後の行き先がない」（18.2％・４人）も同数で多くなっ

ています。

また、難病児・者では、「とくにない」が82.1％で最も多くなっています。

図表Ⅰ－２－14 通園・通学での困りごと（複数回答）

(市の上段:実数､下段:%)

通 授 ト 学 友 先 周 作導 卒 そ と 無
う 業 イ 校 だ 生 囲 業が 業 の く 回
の に レ 内 ち の のの 教充 ・ 他 に 答
が つ 等に ・介 が 配や 児理 育分 卒 な
大 い の配 園助 で 慮理 童解 がに 園 い
変 て 設慮 内が き 解 やが 中受 後行
で い 備さ で十 な が 生得 心け のき
あ け がれ の分 い 足 徒ら でら 先
る な 障て で り たれ 教れ が

い 害な な な ちな 科な な
者い い い い 指い い

身体障害児・者 5 1 1 - 1 1 - - 1 2 8 6
（ 22人） 22.7 4.5 4.5 - 4.5 4.5 - - 4.5 9.1 36.4 27.3

知的障害児・者 4 2 2 - 2 2 1 4 2 7 3
（ 22人） 18.2 9.1 9.1 - 9.1 9.1 4. 5 18.2 9.1 31.8 13.6

難病児・者 4.7 1.9 1.9 0.9 - 9.4 3.8 5.7 82.1 -
（ 106人）

注１）該当は、「幼稚園や学校、施設に通っている」と回答した人。
注２）身体障害者及び知的障害者調査で質問している「普通学級に入れてもらえない」は、回答がなかったため省略。
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【卒業後の進路希望】

現在就学している人の学校卒業後の進路希望は、身体障害児・者で「普通の学校・大学

・専門学校等に進学したい」が22.7％（５人）で最も多く、次いで「就職したい」が18.2

％（４人）で続いています。

知的障害児・者では、「施設に通所したい」が31.8％（７人）で最も多く、「特殊学級

・養護学校・盲学校・ろう学校等に進学したい」（18.2％・４人）がこれに続いています。

図表Ⅰ－２－15 卒業後の進路希望

(市の上段:実数､下段:%)

普門 特盲 就 施 施 そ 無
通学 殊学 職 設 設 の 回
の校 学校 し に に 他 答
学等 級・ た 通 入
校に ・ろ い 所 所
・進 養う進 し し
大学 護学学 た た
学し 学校し い い
・た 校等た
専い ・にい

身体障害児・者 5 3 4 1 - - 9
（ 22人） 22.7 13.6 18.2 4.5 - - 40.9

知的障害児・者 1 4 1 7 3 1 5
（ 22人） 4.5 18.2 4.5 31.8 13.6 4.5 22.7

注）該当は、「幼稚園や学校、施設に通っている」と回答した人。
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イ 就業の状況

【現在の就業状況】

身体障害者、知的障害者、精神障害者、難病者の現在の就業状況をみると、仕事について

いる人は、身体障害者が27.0％、知的障害者が35.3％、精神障害者が24.0％、難病者が32.1

％であり、知的障害者の就業率が高くなっています。

図表Ⅰ－２－16 就業率

（単位：％）

人数 就業率

身体障害者 575 27.0

知的障害者 68 35.3

精神障害者 175 24.0

難病者 84 32.1

【今後の就業意向】

現在就業していない人のうち今後働きたいと考えている人は、身体障害者の 7.6％、知

的障害者の 5.1％、精神障害者の27.4％、難病者の17.9％であり、特に、精神障害者と難

病者の就業意向が高くなっています。

図表Ⅰ－２－17 現在就業していない人の今後の就業意向

（単位：％）

人数 働きたい

身体障害者 410 7.6

知的障害者 39 5.1

精神障害者 95 27.4

難病者 56 17.9

注）該当は、学校や仕事にいかず家にいる人。
難病者は「正社員として働きたい」
「パートやアルバイトをしたい」の合計。
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④ 社会参加の状況

ア 社会活動への参加状況

友人や仲間とともに行う、図表Ⅰ－２－18に示すような地域の行事、学習機会、スポー

ツ等の社会活動に参加している障害者は、知的障害児、難病児を除き、２～３割程度にと

どまっています。

参加している活動の内容は、身体障害児、知的障害児・者、精神障害者、難病者では

「祭りなどの地域の行事」、身体障害者では「趣味などのサークル活動」、難病児では

「教養・文化活動や学習会」が多くなっています。

図表Ⅰ－２－18 社会活動への参加状況（複数回答）

(市の身体障害児の上段:実数､下段:%)

参 参 無
加 趣 教 ス 祭 ま そ 加 回
し 味 養 ポ り ち の し 答
て な ・ ー な づを 他 て
い どサ 文活 ツ ど くよ い
る のー 化動 活 の地 りく な
（ ク や 動 域 なす い
小 ル 学 の どる
計 活 習 行 地活
） 動 会 事 域動

身体障害児 4 1 1 - 3 - - 9 -
( 13人） 30.8 7.7 7.7 - 23.1 - - 69.2 -

身体障害者 24.2 10.3 3.7 4.7 7.7 3.7 3.8 58.1 17.7
( 575人）

知的障害児 10 2 3 3 5 - 3 7 -
( 17人） 58.8 11.8 17.6 17.6 29.4 - 17.6 41.2 -

知的障害者 19.1 4.4 1.5 5.9 10.3 - 2.9 58.8 22.1
( 68人）

精神障害者 30.9 6.3 2.3 8.6 13.1 0.6 8.6 56.6 12.6
( 175人）

難病児 62.8 8.3 35.5 0.8 33.9 2.5 0.8 28.1 9.1
( 121人）

難病者 26.2 6.0 7.1 1.2 15.5 3.6 3.6 69.0 4.8
( 84人）
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イ 社会活動に参加していない理由

社会活動に参加していない理由は、身体障害児、難病児では「どのような活動があるの

か知らないから」が多く、身体障害者、難病者では「健康状態がよくないから」、知的障

害者、精神障害者では「人とのコミュニケーションがうまく図れないから」などが多くな

っています。

図表Ⅰ－２－19 社会活動に参加していない理由（複数回答）
(身体障害児の上段:実数､下段:%)

健 活 活に 活者 ど 参 そ そ と 無
康 動 動配 動、ヘ の 加内 の の く 回
状 を を慮 時手ル よ ・容 他 よ に 答
態 行移 行し 間話パ う 活の う 理
が う動 うた 等通ー なか 動も なし 由
よ 場が 場設 に訳が 活知 しの 活た は
く 所困 所備い 合者い 動ら てが 動く な
な ま難 にがな っ、な がな みな にな い
い でだ 障整い たガい あい たい はい
か のか 害っか 介イか るか いか 参か
ら ら 者てら 助ドら のら ら 加ら

身体障害児 - - - - 3 1 2 1 3 -
（ 9人） - - - - 33.3 11.1 22.2 11.1 33.3 -

身体障害者 36.5 14.4 5.1 1.2 11.1 6.3 6.9 4.5 29.3 4.8
（ 334人）

難病児 5.9 5.9 2.9 - 17.6 14.7 23.5 2.9 41.2 -
（ 34人）

難病者 41.4 13.8 5.2 - 17.2 5.2 5.2 10.3 25.9 -
（ 58人）

注）該当は、社会活動に「参加していない」と回答した人。

(知的障害児の上段:実数､下段:%)

どか 活 参 自 周 人ン そ そ と 無
の知 動 加 分こ 囲 とが の の く 回
よら 時 ・ がと の のう 他 よ に 答
うな 間 活内 障を 人 コま う 理
ない 帯介 動容 害知 が ミく な 由
活か に助 しの 者ら 障し ュ図 活 は
動ら あ者 ても とれ 害て ニれ 動し な
が っが みの いた をく ケな にた い
あ たい たが うく 理れ ーい はく
る な いな な 解な シ 参な
の い い い い ョ 加い

知的障害児 - 1 1 - 2 1 2 1 2 1
（ 7人）

知的障害者 10.0 17.5 7.5 - 15.0 45.0 10.0 10.0 25.0 5.0
（ 40人）

精神障害者 13.1 2.0 11.1 14.1 10.1 21.2 6.1 10.1 32.3 9.1
（ 99人）

注）該当は、社会活動に「参加していない」と回答した人。
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⑤ 困りごとや悩み

ア 現在の生活の困りごと

現在の生活での困りごとは、身体障害者及び難病児・者では「健康や体力に自信がない」

が最も多く、知的障害者では「趣味や生きがいを持てない」、精神障害者では「十分な生

活費を得られない」が最も多くなっています。

図表Ⅰ－２－20 現在の生活の困りごと（複数回答）
(身体障害児､知的障害児の上段:実数､下段:%)

身 結 一 適 十 十 趣 生 健 困 隣 そ と
のし 婚 緒 当 分 分 味 活 康 り 近ケ の く
回て で結 に な な な や生 を や ご相 所ー 他 に
りく き婚 暮 働 教 収 き す情 体 と談 のシ 困
のれ なが ら き 育 入 が る報 力 等す 人ョ っ
介る い続 す 口 が受 が い のが に をる とン てな
助人 け 人 が け 得 を に得 自 人 コが いい
等が ら が な ら ら 持 必ら 信 が ミ図 る・
をい れ い い れ れ て 要れ が い ュれ こ無
な な な な な な なな な な ニな と回
い い い い い い い い い い は答

身体障害児 - - - - - - - - - - - 13
（ 13人） 100

身体障害者 2.8 2.1 2.1 5.2 0.5 9.9 7.8 2.8 32.0 5.2 3.1 53.9
（ 575人）

知的障害児 1 - - - - 2 - 1 1 3 5 7
（ 17人） - - - - 11.8 - 5.9 5.9 17.6 29.4 41.2

知的障害者 4.4 1.5 10.3 2.9 11.8 14.7 4.4 13.2 5.9 10.3 7.4 54.4
（ 68人）

難病児 1.7 - - - - 0.8 1.7 2.5 11.6 3.3 85.2
（ 121人）

難病者 - 3.6 - 10.7 - 11.9 8.3 1.2 42.9 9.5 39.3
（ 84人）

身 い 希 働 就 困 十 適 そ と
のし っ 望 く 労日 り 分 切 の く
回て し す 場 や中 ご相 な な 他 に
りく ょ る 所 学過 と談 生 医 な
のれ に 施 や 校ご やす 活 療 い
世る 暮家 設入 適 以す 悩る 費 を受 ・
話人 ら族 に所 当仕 外場 み場 を得 け 無
をが すが で な事 で所 な所 ら ら 回
い い き が が どが れ れ 答
な な な な な な な な
い い い い い い い い

精神障害者 8.6 10.9 1.7 13.7 2.3 8.0 16.6 1.1 9.7 53.7
（ 175人）

－２２－



イ 将来の生活の不安

将来の生活の不安の内容をみると、身体障害児、知的障害児、難病児では、いずれも

「働く場所や適当な仕事があるかどうか」といった就業への不安が多くなっています。

また、身体障害者、知的障害者、難病者では「高齢期に自分の障害にあった施設に入所

できるかどうか」と「身の回りの介助やその他の日常生活上の手助けをしてくれる人がい

るかどうか」が上位２項目を占めています。

精神障害者では「生活費の負担ができるかどうか」が最も多くなっています。

図表Ⅰ－２－21 将来の生活の不安（複数回答）

(身体障害児､知的障害児の上段:実数､下段:%)
*1 *2
介 困 結 い 高 十 働 十 趣 生 そ と
助 り 婚生 っ 齢施 分 く 分 味 活 の く
や ご で活 し 期設 な 場 な や を 他 に
手 と きを ょ にに 教 所 収 生 す 不
助 や相 る続 に 自入 育受 や 入 き る 安
け人 悩談 かけ 暮 分所 をけ 適 が が 上情 は
をが みす どら ら ので ら 当 得 い で報 な
しい なる うれ すい 障き れ なあ ら を 必を い
てる ど人 かる 家る 害る る 仕る れ 持 要得 ・
くか 、が 、か 族か にか か 事か る て なら 無
れど い 結ど がど あど ど がど か る れ 回
るう る 婚う う っう う う か る 答
か か か か たか か か か

身体障害児 4 2 4 4 2 3 5 2 1 3 1 1
（ 13人） 30.8 15.4 30.8 30.8 15.4 23.1 38.5 15.4 7.7 23.1 7.7 7.7

身体障害者 23.3 8.0 2.8 9.4 18.3 0.3 8.7 11.8 10.1 6.1 2.4 46.2
（ 575人）

知的障害児 9 5 3 6 7 4 10 7 6 3 2 3
（ 17人） 52.9 29.4 17.6 35.3 41.2 23.5 58.8 41.2 35.3 17.6 11.8 17.6

知的障害者 25.0 11.8 10.3 23.5 41.2 1.5 19.1 19.1 13.2 13.2 10.3 26.4
（ 68人）

難病児 1.7 4.1 2.5 0.8 11.6 5.0 13.2 7.4 2.5 1.7 8.3 67.7
（ 121人）

難病者 31.0 7.1 4.8 7.1 27.4 1.2 17.9 23.8 10.7 6.0 4.8 28.6
（ 84人）

注）選択肢の正しい表現は次のとおり。
*1「身の回りの介助やその他の日常生活上の手助けをしてくれる人がいるかどうか」
*2難病児・者では「必要な医療を受けられるかどうか」
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(％)

生 結 い 身 働 デ 医 生 隣 生 必 そ 特
活 婚生 っ の く イ 療助 活援 人 活 要 の に
す で活 し まく 場 ケ に言 全助 な 費 な 他 心
る きを ょ われ 所 ア行 関が 般が ど の 医 配
住 る続 に りる や やき す受 に受 とう 負 療受 な
居 かけ 暮 の人 適 作場 るけ 関け のま 担 がけ い
・ どら ら 世が 当 業が 相ら すら 関く がで ら ・
施あ うれ すい 話い なあ 所あ 談れ るれ 係い き れ 無
設る かる 家る をる 仕る なる ・る 相る がく る る 回
がか 、か 族か しか 事か どか 指か 談か か か か 答
ど 結ど がど てど がど ど 導ど ・ど ど ど ど
う 婚う う う う う ・う う う う う
か か か か か か か か か か か

精神障害者 16.0 17.1 16.6 20.0 21.1 5.1 10.9 17.7 13.7 31.4 17.1 5.1 35.4
（ 175人）

⑥ 住宅の状況

ア 住宅の改造意向

住宅について、身体障害児の53.8％（７人）、身体障害者の35.7％が改造したい意向を

持っています。

身体障害者の住宅の改造したい場所は、「浴室」が18.3％で最も多く、「トイレ」が

13.7％で続いています。

図表Ⅰ－２－22 住宅の改造意向（※複数回答）

(身体障害児の上段:実数､下段:%)

改 と 無
善（ 玄 廊 階 部 浴 ト 台 そ く 回
し小 関 下 段 屋 室 イ 所 の に 答
た計 レ 他 な
い） い

身体障害児 7 5 3 1 2 5 4 1 - 3 3
（ 13人） 53.8 38.5 23.1 7.7 15.4 38.5 30.8 7.7 - 23.1 23.1

身体障害者 35.7 9.6 5.9 7.5 7.8 18.3 13.7 6.6 1.6 34.8 29.6
（ 575人）
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イ 住宅対策として望むこと

市の住宅対策として望むことは、身体障害児・者ともに「障害に配慮した住宅への改善

費の助成・融資」（身体障害児69.2％・９人、身体障害者37.0％）が最も多くなっており、

「障害に配慮した住宅への改善の相談や指導・助言」（身体障害児30.8％・４人、身体障

害者20.3％）が続いています。

図表Ⅰ－２－23 住宅施策に関する要望（※２つまでの限定回答）

(身体障害児の上段:実数､下段:%)

障し* 障 * 障へ融 障 民お そ と 無
害た 害へ 害の資 害住相 間けた の く 回
の市 児の優 に改の に宅談 集る住 他 に 答
特営 者市先 配善増 配へや 合障宅 な
性住 の営枠 慮費額 慮の指 住害建 い
に宅 い住を しの し改導 宅に設
配の る宅増 た助 た善・ な配の
慮拡 世のや 住成 の助 ど慮指
充 帯 す 宅・ 言 にし導

身体障害児 3 - 9 4 - 1 2 -
（ 13人） 23.1 - 69.2 30.8 - 7.7 15.4 -

身体障害者 7.7 8.5 37.0 20.3 4.3 1.7 31.3 17.2
（ 575人）
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⑦ まちづくり

ア 外出の状況

ふだん通勤・通学・施設通所・仕事以外で週１回以上外出している人は、身体障害児は

全員、難病児は84.3％、知的障害児は70.5％（12人）であり、児童の外出回数は多くなっ

ています。

一方、身体障害者は56.5％、知的障害者は48.5％、精神障害者は57.7％、難病者は63.1

％となっており、成年の外出回数は少なくなっています。

図表Ⅰ－２－24 外出の状況

週４回 週２～ 週１回 月２～ 月１回 まったく 無回答
以上 ３回 くらい ３回 かそれ 外出

以下 しなかった

[5] [7] [1]
身体障害児 38.5 53.8 7.7---（ 13人）

身体障害者 20.2 22.4 13.9 15.8 9.7 10.6 7.3 （ 575人）

[3] [5] [4] [1] [1] [2] [1]
知的障害児 17.6 29.4 23.5 5.9 5.9 11.8 5.9 （ 17人）

知的障害者 19.1 13.2 16.2 16.2 13.2 13.2 8.8 （ 68人）

精神障害者 28.0 17.1 12.6 8.0 13.7 9.7 10.9 （ 175人）

2.5
難病児 41.3 29.8 13.2 8.3 5.0 （ 121人）

難病者 17.9 35.7 9.5 20.2 4.8 3.6 8.3 （ 84人）

(%)

注）身体障害児、知的障害児の[ ]内は回答実数（人）。
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イ 外出の際の困りごと

外出の際に不便を感じたり困っていることは、「電車やバスの利用が困難または不便」

が知的障害者以外で最も多くなっています。知的障害者では「電車やバスの料金がわかり

にくい」が最も多くなっており、障害者全般の傾向として電車やバスの利用上の困りごと

が多くみられます。

また、身体障害児及び難病児では「歩道が狭い、障害物がある、誘導ブロックが不備な

ど、歩道に問題が多い」が３割を超え、多くなっています。

図表Ⅰ－２－25 外出時の困りごと（複数回答）

(身体障害児の上段:実数､下段:%)

電 自 歩 建 障 必 そ 特 ほ 無
車 家 道るな 物エブ 害 要案 の に と 回
や 用駐 が、ど にレロ 児ト な内 他 不 ん 答
バ 車車 狭誘、 段ベッ 者イ 場表 便 ど
ス困 を場 い導歩 差ーク がレ 所示 や 家
の難 利が 、ブ道 ・タが 利が にが 困 の出
利ま 用不 障ロに 階ーな 用な 案な る 外る
用た す備 害ッ問 段、い でい 内い こ へこ
がは る・ 物ク題 が誘な き・ 板・ と と
不 の少 ががが 多導ど る少 、少 は は
便 にな あ不多 い 不 な な な な

い 備い 便 い い い い

身体障害児 6 2 5 3 2 2 3 - -
（ 13人） 46.2 15.4 38.5 23.1 15.4 15.4 23.1 - -

身体障害者 28.7 16.9 17.9 14.1 14.4 4.5 19.8 14.1 11.5
（ 575人）

難病児 38.8 11.6 33.9 4.1 5.8 4.1 34.7 - 5.8
（ 121人）

難病者 38.1 22.6 19.0 14.3 4.8 9.5 27.4 7.1 8.3
（ 84人）

(知的障害児の上段:実数､下段:%)

電 電 道 標 地 外 そ と 無
車 車 に 識 図 出 の く 回
や や 迷 や が し 他 に 答
バ バ い 案 読 た 困こ
ス ス や 内 め とく ると
の困 の す が な きれ は
利難 料わ い 読 い にる な
用ま 金か め 手人 い
がた がり な 伝が
は に い っい
不 く てな
便 い い

知的障害児 5 3 3 3 2 2 4 4 1
（ 14人） 35.7 21.4 21.4 21.4 14.3 14.3 28.6 28.6 7.1

知的障害者 34.0 41.5 28.3 35.8 39.6 9.4 22.6 15.1 9.4
（ 53人）

注）該当は、通勤、通学以外で外出すると回答した人。
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⑧ 災害時のニーズ

ア 災害時の近隣の手助けの状況

災害時に家族以外で手助けをしてくれる近隣の人が「いる」は、身体障害児ではゼロで、

知的障害児・者は１割台にとどまっています。また、身体障害者、精神障害者、難病者で

も３～４割程度にすぎない状況です。

図表Ⅰ－２－26 災害時の近隣の手助けの状況

イ 災害時の困りごと

災害時に困ると思われることは、身体障害児・者、知的障害児・者、精神障害者ともに

「水や食事の確保」「トイレや入浴設備」「寝る場所の確保」「自分だけでは動けない」

「家族との連絡方法」「避難先での薬や医療体制」などが上位で、各２～５割程度の回答

となっています。

身体障害の種別にみると、視覚障害及び音声・言語・そしゃく機能障害では「自分だけ

では動けない」、聴覚・平衡機能障害では「寝る場所の確保」、肢体不自由及び内部障害

では「トイレや入浴設備」が最も多くなっており、障害の種別によって災害時に困ると思

われることは異なります。

また、難病者では「投薬や治療を受けられない」が最も多くなっています。

い る い な い わからない 無 回 答

[0] [6] [7] [0]
身体障害児 - 46.2 53.8 - （ 13人）

身体障害者 33.2 22.4 34.6 9.7 （ 575人）

[2] [7] [7] [1]
知的障害児 11.8 41.2 41.2 5.9 （ 17人）

知的障害者 17.6 27.9 38.2 16.2 （ 68人）

精神障害者 27.4 24.6 34.3 13.7 （ 175人）

難病者 37.0 19.7 38.5 4.8 （ 208人）

(%)

注）身体障害児、知的障害児の[ ]内は回答実数（人）。
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図表Ⅰ－２－27 災害時の困りごと（複数回答）

(身体障害児,知的障害児の上段:実数､下段:%)

自 頼 避 避 避 避 家 水 寝
分 れ 難 難 難 難 族 や る
だ る の 場 場 先 と 食 場
け 人 場 所 所移 で の 事 所
で がそ 所 まが ま動 の薬 連 の の
は ば がわ でわ で手 や 絡 確 確
動 に か のか の段 医 方 保 保
け い ら 行ら の 療 法
な な な きな 確 体
い い い 方い 保 制

身体障害児 8 1 2 2 4 7 8 4 4
（ 13人） 61.5 7.7 15.4 15.4 30.8 53.8 61.5 30.8 30.8

身体障害者 全体 33.0 8.9 12.9 6.1 19.7 26.6 20.5 39.8 37.4
（ 575人）

視覚障害 55.8 7.7 17.3 9.6 28.8 25.0 23.1 30.8 30.8
聴覚・平衡機能障害 25.0 5.0 15.0 7.5 7.5 12.5 22.5 25.0 30.0
音声・言語・そしゃく機能障害 57.9 7.9 28.9 15.8 23.7 23.7 18.4 34.2 34.2
肢体不自由 41.3 8.9 15.3 7.1 25.6 22.8 19.9 41.6 28.4
内部障害 18.4 7.4 8.6 3.1 14.7 39.3 18.4 42.9 39.9

知的障害児 12 3 7 6 8 5 11 11
（ 17人） 70.6 17.6 41.2 35.3 47.1 29.4 64.7 64.7

知的障害者 47.1 16.2 32.4 22.1 29.4 32.4 36.8 38.2
（ 68人）

精神障害者 19.4 16.0 18.3 11.4 18.9 13.7 31.4 24.6
（ 175人）

－２９－



ト 詳 周ケ そ と 無
イ 細 囲ー の く 回
レ な のシ 他 に 答
や 情 人ョ 不
入 報 とン 安
浴 の コが は
設 入 ミと な
備 手 ュれ い

ニな
い

身体障害児 5 3 2 - - -
（ 13人） 38.5 23.1 15.4 - - -

身体障害者 全体 41.0 16.3 7.0 1.9 10.3 15.3
（ 575人）

視覚障害 34.6 15.4 13.5 1.9 11.5 11.5
聴覚・平衡機能障害 25.0 22.5 20.0 2.5 7.5 17.5
音声・言語・そしゃく機能障害 36.8 13.2 15.8 5.3 2.6 15.8
肢体不自由 46.3 14.6 7.8 2.5 6.4 14.6
内部障害 44.2 20.2 3.7 1.8 14.7 11.0

知的障害児 9 4 9 2 1 1
（ 17人） 52.9 23.5 52.9 11.8 5.9 5.9

知的障害者 38.2 13.2 23.5 2.9 1.5 20.6
（ 68人）

精神障害者 21.7 14.9 13.7 4.0 18.3 12.6
（ 175人）

(％)

投 救 安 被所の 周 そ と 無
薬 助 全迅 害、情 囲 の く 回
や を な速 状物報 の 他 に 答
治 求こ とにこ 況資が 人 な
療受 めと こ避と 、の入 と い
をけ るが ろ難が 避入手 のケ
ら で ますで 難手で コー
れ き でるき 所方き ミシ
な な な の法な ュョ
い い い 場等い ニン

難病者 49.5 3.4 15.4 14.4 4.8 1.9 25.0 11.1
（ 208人）

－３０－



⑨ 市で実施してほしいサービス

**
今後市で実施してほしいサービスは、身体障害者、知的障害児・者で「デイサービス」

が最も多くなっています。

身体障害児では「運転免許取得費用の助成」、精神障害者では「身近な相談窓口」が最

も多くなっています。

また、難病者ではホームヘルパーの派遣及び短期保護事業の利用意向が５割を超えてい

ます。

図表Ⅰ－２－28 今後市で実施して欲しいサービス

区 分 項 目 ％ [人]

身体障害児 第１位 運転免許取得費用の助成 38.5[ 5]
（ 13人） 第２位 身体障害者向け住宅 23.1[ 3]

第３位 身体障害者や知的障害者デイサービス 15.4[ 2]
第３位 声の広報誌など 15.4[ 2]

** **
第３位 ガイドヘルパー・手話通訳者の派遣 15.4[ 2]
第３位 身体障害者社会参加促進センター 15.4[ 2]

身体障害者 第１位 身体障害者や知的障害者デイサービス 24.7
（ 575人） 第２位 身体障害者向け住宅 12.2

第３位 身体障害者社会参加促進センター 10.6
第４位 車椅子専用リフト 10.6
第５位 運転免許取得費用の助成 8.0

知的障害児 第１位 知的障害者デイサービス 52.9[ 9]
（ 17人） 第２位 ホームヘルパーの派遣 41.2[ 7]

第２位 相談事業 41.2[ 7]
第４位 生活訓練事業 35.3[ 6]
第４位 外出介助者 35.3[ 6]

知的障害者 第１位 知的障害者デイサービス 27.9
（ 68人） 第１位 生活訓練事業 27.9

第３位 外出介助者 20.6
第４位 相談事業 19.1
第５位 ホームヘルパーの派遣 17.6

精神障害者 第１位 身近な相談窓口 37.1
第２位 仲間づくり（保健所デイケア・クラブ等） 18.9
第２位 デイケア施設 18.9
第４位 地域生活支援センター 11.4
第５位 訪問指導 10.9
第５位 趣味・スポーツのできる施設 10.9

注）精神障害者は、今後利用したいサービス（現在、提供中のサービスを含む）に関する質問。
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図表Ⅰ－２－29 難病者福祉サービスの利用意向

利用したい 利用しない わからない 無 回 答

ﾎｰﾑﾍﾙパｰ の派遣 難病児 32.2 24.8 38.0 5.0 （ 121人）

難病者 54.8 10.7 28.6 6.0 （ 84人）

短期保護事業 難病児 43.8 14.0 33.1 9.1 （ 121人）

難病者 56.0 8.3 28.6 7.1 （ 84人）

（%)
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⑩ 市民の意識

ア 障害者に関する問題への関心

障害者に関する問題への関心の有無をみると、「非常に関心がある」が13.6％、「ある

程度関心がある」が59.0％で、合わせて72.3％が関心を持っています。

図表Ⅰ－２－30 障害者に関する問題への関心の有無（市民）

イ 障害をもつ人への理解を深めるために必要なこと

障害をもつ人に対する理解を深めるために必要なこと（３つまでの限定回答）は、「子

どものときから、障害者について正しく教えたり、ふれあいをもてるようにする」が58.9

％で最も多くなっています。以下、「障害者が自由に外出できるまちづくりをすすめる」

（42.5％）、「障害者の生活や、抱えている問題などについて皆が理解しやすいように知

らせる」（42.1％）が続いています。

図表Ⅰ－２－31 障害者への理解を深めるために必要なこと（※３つまでの限定回答）

（％）

障問 子い 障よ 障 障地 学 そ わ 無
害題し どてい 害う 害 害域 校 の か 回
者なや も正を 者な 者 者住交 の 他 ら 答
のどす のしも がま の が民流 授教 な
生にい とくた 自ち 就 利にで 業育 い
活つよ き教せ 由づ 業 用もき のの
やいう かえる にく の す開る 中時
抱てに らたよ 外り 場 る放よ に間
え皆知 障りう 出をす を 施しう 障を
てがら 害ふに で す 拡 設てに 害設
い理せ にれす き め げ は す 者け
る解る つある る る る る のる

市 民 42.1 58.9 42.5 29.9 21.7 24.7 1.6 3.8 0.9
( 43,809人)

非関 あ関 あ関 ま関 無
常心 る心 ま心 っ心 回
にがあ 程があ りがな たがな 答
る 度 る い く い

市 民 13.6 59.0 23.0 0.9 3.6 （43,809人）

(%)
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ウ 地域の助け合いを活発するために重要なこと

地域の助け合いを活発にするために重要なこと（３つまでの限定回答）は、「地域における福

祉活動の意義と重要性をもっとＰＲする」が37.0％で最も多く、以下、「地域でボランティアな

どの活動の拠点となる場を整備する」（35.5％）、「学校教育や社会教育での福祉教育を充実さ

せる」（32.3％）、「福祉活動の相談・指導を担当する専門職員の充実を図る」（31.7％）が続

いています。

図表Ⅰ－２－32 地域の助け合いを活発するために重要なこと（3つまでの限定回答）

(%)

地域における福祉活動の意義と重要性をもっとＰＲする 37.0

地域でボﾗﾝﾃｨｱなどの活動の拠点となる場を整備する 35.5

学校教育や社会教育での福祉教育を充実させる 32.3

福祉活動の相談・指導を担当する専門職員の充実を図る 31.7

困っている人や助け合いの場や組織についての情報を 29.6
得やすくする

地域における福祉活動の活動費・運営費などの 29.4
資金的な援助を行う

困っている人と助けることのできる人との調整を図る 26.0
人材を育成する

リーダーや福祉活動に携わる人を養成する 25.2

介護やボランティア活動の方法などに関する研修を行う 14.9

その他 -
（43,809人）

無回答 3.4
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ウ 障害者に住みよい社会をつくるために必要なこと

障害者に住みよい社会をつくるために必要なこと（複数回答）は、「地域住民の理解や協力
**

がある」が71.7％で最も多くなっています。以下、「道路の段差をなくし、盲人用信号機を多

くする」（56.0％）、「交通機関が利用しやすい」（51.1％）、「障害者が利用しやすい公共

施設を多くする」（49.4％）など、まちづくりに関する必要性が高くなっています。

図表Ⅰ－２－33 障害者に住みよい社会をつくるために必要なこと（※複数回答）

(%)

地域住民の理解や協力がある 71.1

道路の段差をなくし盲人用信号機を多くする 56.0

交通機関が利用しやすい 51.1

障害者が利用しやすい公共施設を多くする 49.4

身近に障害者の働く場所を増やす 35.9

利用しやすい医療機関を多くする 35.7

機能訓練を行うためのリハビリ施設を増やす 35.2

買い物などが便利 32.8

障害者が日常的に通所できるような施設を作る 29.4

障害者の生活訓練施設（援護寮など）を増やす 25.9

空気、緑、日照など自然環境がよい 18.7

障害者が小人数で生活できる場所を増やす 12.1
（43,809人）

その他 0.6

無回答 2.1

－３５－



⑪ 障害者福祉推進のために重要なこと

障害者福祉推進のために重要なことは、身体障害児・者では「サービス利用の手続きの簡
**

素化・スピード化」が最も多く、知的障害児・者では「地域で自立して生活するための、グル
**

ープホームや生活訓練ホームなどの施設やホームヘルプサービスなどの充実」「必要なときに

施設を利用できる制度」「障害児・者の働く場の確保」が上位項目となっています。

また、精神障害者及び市民では「相談窓口の一本化や相談機能の充実」が最も多くなってい

ます。

図表Ⅰ－２－34 障害者福祉推進のために重要なこと（上位５項目）

区分 項 目 ％ [人]

身 第１位 サービス利用手続きの簡素化・スピード化 30.8[ 4]
体 第１位 障害児・者の働く場の確保 30.8[ 4]
障 第１位 障害児・者に配慮した道路・建物・駅などの整備 30.8[ 4]
害 第４位 介護の必要な重度の障害児者のための入所施設の整備 23.1[ 3]
児 第４位 リハビリ・生活訓練・職業訓練などの通所施設の整備 23.1[ 3]

第４位 市民の障害児・者への理解を図るための福祉教育や広報活動の充実 23.1[ 3]

身 第１位 サービス利用手続きの簡素化・スピード化 32.5
体 第２位 相談窓口の一本化や、相談機能の充実 31.5
障 第３位 保健・医療・福祉の連携による、在宅サービスの充実 24.9
害 第４位 社会福祉の専門的な人材の確保・養成 17.4
者 第５位 障害児・者に配慮した道路・建物・駅などの整備 15.3

知 第１位 地域で自立して生活するための、グループホームや 47.1[ 8]
的 生活訓練ホームなどの施設やホームヘルプサービスなどの充実
障 第２位 必要なときに施設を利用できる制度 41.2[ 7]
害 第２位 障害児・者の働く場の確保 41.2[ 7]
児 第４位 社会福祉の専門的な人材の確保・養成 29.4[ 4]

第４位 介護の必要な重度の障害児・者のための入所施設の整備 29.4[ 4]

知 第１位 必要なときに施設を利用できる制度 35.3
的 第２位 障害児・者の働く場の確保 27.9
障 第３位 介護の必要な重度の障害児・者のための入所施設の整備 26.5
害 第４位 社会福祉の専門的な人材の確保・養成 19.1
者 第５位 地域で自立して生活するための、グループホームや 17.6

生活訓練ホームなどの施設やホームヘルプサービスなどの充実

精 第１位 相談窓口の一本化や、相談機能の充実 22.9
神 第２位 社会福祉の専門的な人材の確保・養成 18.9
障 第３位 保健・医療・福祉の連携による、在宅サービスの充実 17.7
害 第４位 障害児・者の働く場の確保 16.0
者 第４位 サービス利用手続きの簡素化・スピード化 16.0

市 第１位 相談窓口の一本化や、相談機能の充実 33.9
第２位 社会福祉の専門的な人材の確保・養成 25.6

民 第３位 保健・医療・福祉の連携による、在宅サービスの充実 23.9
第４位 障害児・者に配慮した道路・建物・駅などの整備 21.4
第５位 サービス利用手続きの簡素化・スピード化 18.8
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（３）障害者をめぐる課題

① 障害への理解促進

本市では、これまで、生涯学習と連携して福祉教育を推進するとともに、障害福祉

に関するパンフレットやリーフレットを作成し、障害や障害者への市民の理解を深め

るための情報提供を進めてきました。

しかし、障害の種類や原因、障害をもつことの意識、さらには障害者の気持ちや生

活実態などについては、必ずしも十分な理解を得られていない面も少なくありません。

「東金市の障害者福祉に関する調査」（以下、実態調査という。）によると、障害

者への理解を深めるために必要なことは、「子どものときから障害について教えたり

ふれあいをもたせるようにすること」が６割を占めています。

このため、今後は、小児期から高齢期まであらゆるライフステージ（人生の各段階）

を通じて、障害や障害者について学ぶ機会を一層充実するとともに、障害をもつ人と

もたない人とがふれあい、交流できるさまざまな場を提供していくことが必要です。

② 支えあい助けあう地域づくり

本市では、これまで、東金市社会福祉協議会と連携して、障害をもつ人ももたない

人も地域社会の一員として、心の交流を保ちながら安心して暮らせる地域づくりに努

めてきました。

しかし、地域でお互いに協力し、共に支えあい助けあうまちづくりを進め、障害者

をはじめ誰もが暮らしやすい地域社会としていくためには、より一層の地域住民の参

加と協力、そして、一人ひとりの力を結集して大きな力としていくネットワークづく

りが重要です。

実態調査によると、障害者の住みよい社会をつくるために必要なこととして、７割

以上の市民が「地域住民の理解や協力があること」をあげています。

このため、障害者を身近な地域で支えていくために、障害者の生活や活動を支援す

る多くのボランティアを育成するとともに、その活動支援を充実していくことが必要

です。

また、現在、東金市社会福祉協議会で実施している地域ぐるみネットワークを活用

し、地域住民、ボランティア、医療機関、福祉サービス提供機関、行政などの地域ネ

ットワークづくりを強化して、市内の小域福祉活動を充実していくことが必要です。
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**
③ 療育・教育の充実

障害を早期に発見し、適切に対応していくことは、障害の軽減や生活能力の向上に

つながります。また、障害児教育は、障害児のもっている能力を最大限に伸ばし、自

立し社会参加するための基盤を育んでいくものです。

本市では、これまで、各種の健康診査や相談を通じて、障害の早期発見に努めると

ともに、一人ひとりの障害の種類や程度、個性に応じた療育・教育を推進してきまし

た。

しかし、近年の急速な社会環境変化のなかで、障害児や保護者のニーズも多様化し、

障害児の将来を見据えた総合的な指導が求められています。

このため、今後は、療育相談を充実するとともに、医療機関との連携を強化し、早

期に適切なサービスを提供できる総合的な療育指導体制を整備する必要があります。

また、障害児の成長と将来を見据え、一人ひとりの個性と障害の種類や程度に応じ

たきめ細かな教育を行うことができるよう、障害児や保護者のニーズに対応できる柔

軟な個別指導体制や教育環境を充実していく必要があります。

④ 社会参加と交流の促進

障害者が自分の趣味や関心などをいかして社会参加をし、交流していくことは、ノ

ーマライゼーションの理念はもとより、生活の質の向上の観点からも重要です。

本市では、これまで、生涯学習や障害者スポーツ大会への参加支援、障害者団体へ

の支援を通じ、障害者の社会参加と交流の促進に努めてきました。

しかしながら、実態調査によると、「友人や仲間とともに行なう活動に参加してい

る」障害者は２～３割にすぎません。

このため、今後は、身体障害者福祉会、手をつなぐ親の会、山武郡市精神障害者家

族会などの障害者団体への支援を充実して障害者の交流を促進するとともに、障害者

参加のスポーツ・レクリエーションなどのイベントをより多く設けるなど、障害者の

参加に配慮した社会参加機会を提供していくことが必要です。

また、情報がないために学習機会やイベントなどに参加できないことのないよう、

各種イベント情報を含んだ日常生活情報を提供することも必要です。
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⑤ 就業の場の確保

障害者にとって就業の場を確保することは、本人の生活自立はもとより、生きがい

にもつながります。
**

本市では、これまで、民間事業者等への啓発や職親制度によって障害者雇用を促進
**

するとともに、東金市福祉作業所を運営することによって福祉的就業機会の確保に努

めてきました。

しかしながら、雇用情勢の悪化やその人の持つ障害のために、必ずしも就業を希望

している人が就業できているわけではありません。実態調査によると、就業率は３割

前後で、養護学校の卒業生の多くは就業できないのが現状です。また、就業できない

障害者を受け入れる福祉作業所も十分とはいえません。

このため、今後は、民間事業者の理解を促進する一層の啓発活動を推進するととも

に、障害者に対して、就業相談や就業に必要な訓練を行う場を提供することが必要で

す。

また、就業することが困難な障害者に対しては、福祉的就労の場や、社会生活への

適応訓練を行う場を拡充していくことが必要です。

⑥ 相談機能の充実

相談は、すべての行政サービスの入口です。また、困ったときに気軽に相談できる

窓口があることは、地域で安心して暮らしていくための基礎条件ともいえます。
**

本市では、これまで、福祉課の相談窓口をはじめ、療育相談や就学相談、権利擁護

のための初期相談など、多様な相談機能を設けるとともに、その充実に努めてきまし

た。

しかしながら、実態調査によると、今後市で実施してほしいサービスとして、精神

障害者では「身近な相談窓口」が４割弱で最も多く、知的障害者でも「相談事業」が

２割程度と多くなっています。また、身体障害者と市民の３割が「相談窓口の一本化

や、相談機能の充実」を障害者福祉推進のために重要なこととしており、一層の相談

機能の充実が求められています。

一方、平成12年度の社会福祉事業法等の改正にともない、平成15年４月から、障害

者は自らの判断に基づいてサービスを選択し、事業者と契約してサービスを利用する

こととなりますが、適切な選択をし、安心して契約するためにはさまざまな情報が必

要となることから、今まで以上に相談へのニーズが高まることが想定されます。

このため、障害者がいつでもどこでも気軽に相談できる相談窓口を整備するととも

に、さまざまな相談をできるだけ１つの窓口で相談できる総合相談窓口の設置等が必

要です。

また、障害者がサービスを選択して契約を行う場合、障害者自身の権利が侵害され

る恐れも強まることから、障害者の権利擁護を推進する必要があります。
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⑦ 保健・福祉サービスの充実

本市では、障害者が地域で自立し、安心して暮らし続けられるよう、ホームヘルプ

サービスをはじめとする在宅保健福祉サービスの提供や福祉手当等の支給を行なうと

ともに、在宅での生活が困難な障害者に対しては、入所施設が確保できるよう努めて

いるところです。

しかしながら、サービス利用にあたっては、手続きが複雑で利用できるまでに時間

がかかるなどの問題が生じています。実態調査で「障害者福祉推進のために重要なこ

と」をみると、身体障害者では「サービス利用手続きの簡素化・スピード化」が３割

を超え、最も重要なこととしています。精神障害者や市民でも２割近くを占めていま

す。

また、障害者自身や家族が、どのようなサービスがあるのかをあまり知らないとい

う問題もあります。

さらに、市内には障害者施設、特に、身体障害者および知的障害者の施設がなく、

施設入所を希望している人は、遠方の市外の施設に入所しており、家族等が気軽に面

会に行くことができないなどの問題が生じています。

このため、今後は、在宅保健福祉サービスや福祉手当等のそれぞれのサービスの充

実はもとより、障害者や家族が利用しやすく、必要なサービスが迅速に提供される体

制の整備を推進していく必要があります。
**

この体制整備にあたっては、社会福祉事業法等の改正に伴い、介護保険制度とも調
**

和したケアマネジメントを推進することが重要となります。また、きめ細かな情報提

供など、利用者にわかりやすいサービス提供の方法を検討することも必要です。

さらに、施設入所を希望する人が、家族からできる限り身近なところで生活できる

ように、市内での施設の確保や施設整備の促進が必要となっています。

⑧ 家族介護者への支援

本市では、障害者の介護を担う家族等の負担を軽減するため、医療費や福祉手当に

よる経済的支援とともに、日中に障害者をあずかるデイサービス、介護者がさまざま
**

な事情で介護ができないときに障害者をあずかるショートステイによる支援を進めて

いるところです。

しかし、実態調査によると、障害者を介護している家族では、「介護のために自分

の時間がとれない」「どのように介護したら良いのかわからない」などの問題を抱え

ている人が多くみられます。

このため、今後は、一層の負担軽減のために、心の負担を軽くして気分転換を図れ

るようなサービスを検討するとともに、介護者に対する相談や情報提供、家族介護者

のための各種教室などのサービスを実施していくことが必要です。
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⑨ 人材の養成・確保

**
本市では、これまで、ホームヘルパーや手話通訳者・手話奉仕員の養成・確保を図

るとともに、研修等を通じて障害者相談員やホームヘルパーの資質の向上に努めてき
** ** **

ました。また、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等の専門的人材については、事

業の必要数の確保に努めてきたところです。

しかし、実際にサービスを提供する専門的な人材の質が高くなければ、利用者にと

ってより良いサービスを提供することができません。

実態調査によると、障害者福祉推進のために重要なこととして、「社会福祉の専門

的な人材の確保・養成」が２～３割を占めており、障害者を支援する専門的な人材を

確保することが重要であるとの認識が高まっています。

このため、今後は、障害の特性や多様なニーズに的確に対応することができるよう、

保健福祉サービスを提供する専門的人材の一層の資質向上を図るとともに、多様な専

門的人材を確保するための条件整備に努める必要があります。

⑩ 暮らしやすい住まいの確保

本市では、生活ホームへの支援、民間住宅のリフォームや居室の増改築等の助成な

どを通じて、障害者が生活しやすい住宅の確保と普及に努めているところです。

また、実態調査によると、身体障害者が市の住宅対策として望むことは、「障害に

配慮した住宅への改善費の助成・融資の増額」が全体の４割近くを占めており、住宅

改造への要望は高いものがあります。

このため、今後は、住宅改造に関する制度をより多くの人に知ってもらうための広

報や情報提供を充実するとともに、助成費の増額や住宅改造のための相談窓口の設置

等を検討していく必要があります。

また、障害者のなかには、一定の支援があれば、地域での生活が可能な人も多く、

自宅か施設かといった二つの選択肢だけでなく、社会福祉法人や障害者団体へ働きか

け、グループホーム建設の支援を行うことなどにより、多様な住宅を選択できるよう

にすることが必要です。
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⑪ 福祉のまちづくりの推進

**
本市では、「千葉県福祉のまちづくり条例」に基づき、市庁舎をはじめとする公共

施設や公園、歩道や信号機等の交通施設のバリアフリー化を推進しているところです。

しかしながら、民間施設等のバリアフリー化は必ずしも充分ではありません。

また、実態調査では、障害者に住みよい社会をつくるために必要なこととして、

「道路の段差をなくし盲人用信号機を多くする」「交通機関が利用しやすい」「障害

者が利用しやすい公共施設を多くする」がそれぞれ５割前後と上位を占め、バリアフ

リー化の一層の推進が求められています。

さらに、災害が発生した場合の困りごととしては、「自分だけでは動けない」「水

や食事の確保」「寝る場所の確保」「トイレや入浴設備」などを上げる障害者が少な

くありません。

このため、公共施設や道路、公共交通機関などについては、障害者が利用しやすい

よう、より一層のバリアフリー化を推進するとともに、民間施設等に対する啓発を進

める必要があります。

また、災害時については、連絡や避難誘導、障害者に必要な物資の調達、地域で手

助けし合えるような地域防災体制を整備する必要があります。社会福祉施設等を活用

し、食料の備蓄や災害が発生したときの地域支援の拠点とすることも検討が必要です。

⑫ 移動手段の確保

障害者の移動交通手段は、自家用車の利用が多い状況にあります。

本市では、本人や家族が自家用車をもたない障害者の移動手段を確保するため、タ

クシーの利用助成や福祉カー（リフト付きワゴン車）の貸し出しを行なうとともに、

自家用車の利用については、運転免許の取得や自動車の改造費の助成を行なっている

ところです。

しかしながら、誰もが利用できる公共交通機関については、必ずしも障害者の利用

に配慮した状況とはなっていません。

実態調査によると、障害者の外出時の困りごととして、「電車やバスの利用が困難

または不便」が身体障害者や難病者、知的障害者の３～４割を占めています。

このため、今後は、福祉タクシーや福祉カーの利用の促進を図るとともに、障害者

の利用に配慮した公共交通機関の整備促進方策などについて検討していく必要があり

ます。
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（１）計画の理念

東金市第３次総合計画で定められた「人・自然 ときめき交感都市 東金」の実現

を図るため、東金市障害者計画の策定にあたり、次の理念に基づきまちづくりを進め

ます。

ノーマライゼーションのまちづくり

障害をもつ人ももたない人も共に支えあいながら生活する「ノーマライゼーション」

の理念のもと、本市の豊かな自然環境のなかで、人と人のふれあい、自然とのふれあ

いを大切にした人づくり・地域づくりを通して、市民一人ひとりが安心して安全に、

いきいきと暮らせるまちづくりをめざします。
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（２）基本目標

① 共に支えあい助けあうために

障害者が地域のなかで、安心して安全に、いきいきと暮らし続けられるよう、障害

をもつ人ももたない人も共に支えあい助けあいながら生活するために、市民一人ひと

りの偏見や意識の壁を取り除き、市民が相互に助けあい、心豊かに暮らせるまちづく

りをめざします。

このため、さまざまな機会をとらえて、障害についての市民の正しい理解を促進で

きるよう、パンフレットなどの作成や各種イベントの開催、福祉教育等を積極的に推

進します。

また、共に支えあい助けあうまちづくりを行うためにはボランティアの協力が欠か

せないため、地域の人々に対する講習会等を通じて、ボランティアの育成、参加の促

進を図るとともに、ボランティア活動の場を提供し、さらに、ボランティア団体等の

活動を支援します。

このような住民参加型の組織と行政等の福祉サービスが互いに連携し、福祉推進ネ

ットワーク体制を整備することによって、地域づくりを進めます。

② 障害者が生きがいをもって生活するために

障害者が地域のなかで自立し、生きがいをもって生活するために、障害を早期に発

見し、障害の軽減や基本的な生活能力の向上を図り、将来の社会参加、さらには就業

へとつなげることのできるまちづくりをめざします。

このため、障害を早期に発見し、相談・指導を行える体制を整備するとともに、個

々の特性に応じた療育や教育が行えるよう体制を整備します。

また、障害者団体の支援を通じて障害者の交流を促進し、障害者の参加に配慮した

多様な社会参加機会の提供を進めるとともに、就業を希望する障害者に対しては、そ

の人の適性に応じた就業ができるよう支援します。

さらに、障害者や家族が主体的に日常生活を送るために必要な情報の入手が容易に

できるよう、情報提供を充実するとともに情報の入手を支援します。
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③ 障害者が安心して生活するために

障害者が地域のなかで安心して生活するために、困ったときにいつでも相談でき、

障害者の権利を守りながら、必要な保健・医療・福祉サービスを気軽に利用できるま

ちづくりをめざします。

このため、総合相談窓口の設置や、身近な地域で相談できる体制を整えるとともに、

本人のプライバシーや権利を守れるよう権利擁護を推進します。

また、保健福祉サービスや医療サービスを障害者自らが選択し、一体的にサービス

を利用できるよう、サービス提供体制を見直すとともに、障害者の希望するサービス

をいつでも利用できるように、民間企業の誘致などを促進し、必要量の確保に努めま

す。

一方、日々の介護の負担が大きいと考えられる家族介護者に対しては、相談や介護

負担を減らすためのサービスを提供するとともに、家族介護者研修などの充実を図り

ます。

さらに、サービスを提供する人材の確保や資質の向上をめざし、専門的な保健福祉

人材の養成を図るとともに、市内に専門的人材を確保するよう努めます。

④ 障害者が安全に生活するために

障害者が地域のなかで安全に生活するために、障害者が暮らしやすい住まいの確保

と普及を図るとともに、公共施設や公共交通機関等のバリアフリー化を推進し、障害

者が気軽に外出でき、不便なく利用できるまちづくりをめざします。また、災害が発

生した場合には、すみやかに安全が確保され、必要な支援を受けることができるまち

づくりをめざします。

このため、障害者が支援を受けながら共同で生活するバリアフリー設計の住まいの

整備を促進します。民間住宅の改善・改築に関しては、これを総合的に支援できるよ

う相談や助成を充実します。

また、障害者が気軽に外出できるよう、市役所やスポーツ施設等の建物や公園、歩

道や信号機等の交通施設のバリアフリー化を推進するとともに、障害者が一人でも気

兼ねなく外出できるよう、移動交通手段の確保に努めます。

さらに、災害が発生した場合に、避難やその後の生活が適正に確保されるように、

障害者に配慮した防災対策を推進します。

－４５－



（３）重点施策～情報保障の推進～

今日のような情報化社会では、情報の入手の有無によって人々の生活が大きく変わ

る場面が多々あります。しかし、障害者の多くはその障害のために、健常者と比較し

て少なからず入手できる情報が限定されています。
**
郵政省電気通信審議会では、平成７年の答申において、「情報アクセス、情報発信

**
は新たな基本的人権」と示しています。これを受けて、日本障害者協議会では、「障

害者にとって、誰もが自由な社会活動の選択肢をもち、その他の市民と一緒に社会に

参加でき、サービスを受けるとともに、サービス提供者として相互支援の担い手とな

るような社会の構築は、大切な基本的人権である。そのための基盤が『情報保障』で

ある。」としています。

障害者が地域のなかで自立し、主体性を持って生活していくためには、判断のもと

となる情報の入手が保障される必要があります。

せっかくよいサービス提供体制を整えても、本人や家族が知らなくては利用するこ

とができません。また、社会参加のよい機会があっても、本人や家族が知らなければ

参加することもできません。

まさに、情報保障は、21世紀の情報社会の基本的人権といえます。

このため、本市は、障害者への情報保障の先端市であることをめざし、障害者が主

体的な生活を送るために必要な情報を、さまざまな機会や手段によって入手できる基

盤の整備を、前記の基本目標のすべてにわたって横断的に推進するものとし、「情報

保障の推進」を本計画の重点施策として取り組みます。

本市における障害者の情報保障の推進に係る概念は、図表Ⅰ－３－１に示すとおり

です。

本市は、まず、障害者の情報アクセスを保障するため、各種の情報提供を充実して

いくとともに、障害者におけるインターネットやファクシミリなどの各種情報機器等

の活用について助成を含めた支援について検討し、推進していきます。

また、情報発信の保障を図るため、コミュニケーションの場を整備するとともに、

インターネットを活用した情報発信に係る学習機会の提供や、情報機器の活用を支援

する情報ボランティアの育成をはじめ、多様な支援方策を検討しつつその推進にあた

ります。

さらに、こうした取り組みをより円滑に図るため、県や国に対して、情報保障の推

進に係る財政支援等の制度化について要請していきます。
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図表Ⅰ－３－１ 情報保障推進の概念図

情報アクセスの保障関連施策 情報アクセス及び情報発信の保障関連施策

○ボランティア情報等の提供 ○コミュニケーションの場の提供

○日常生活情報の提供 ○情報教育の推進

○保健福祉サービス一覧表の作成 ○情報ボランティアの育成

○手話通訳者の設置 ○情報機器の支援の検討

○行政情報の提供 ○情報保障の制度化の要請

○保健福祉サービス情報の提供

○福祉マップの作成

○公共施設等での情報提供

○災害時の情報提供方法の検討

注）各施策の内容は、第Ⅱ部各論を参照。

アクセス・発信

アクセス・発信

アクセス・発信

アクセス・発信

障害者

情報アクセスの保障
【東金市】

情報発信の保障
【千葉県】

【全 国】 市

【世 界】

情報保障の
制度化の要請
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（４）施策の体系

理 念： ノーマライゼーションのまちづくり

（１）共に支えあい助けあうために

① 障害への理解促進 ○障害に対する理解の促進
○福祉教育の推進

② 支えあい助けあう地域づくり ○ボランティアの育成、活動支援
○地域ぐるみでの福祉ネットワーク体制の整備

（２）障害者が生きがいをもって生活するために

① 療育・教育の充実 ○障害の早期発見
○療育の充実
○障害児教育の充実

② 社会参加と交流の促進 ○交流の促進
○スポーツ・レクリエーションの充実
○障害者団体への支援
○情報提供と情報教育の推進

③ 就業の場の確保 ○障害者雇用の促進
○福祉的就業の場の充実

（３）障害者が安心して生活するために

① 相談機能の充実 ○総合相談窓口の設置
○相談体制の整備
○権利擁護の推進

② 保健・福祉サービスの充実 ○サービス提供体制の見直し
○在宅保健福祉サービスの充実
○福祉手当等の支給
○障害者入所施設の確保
○情報提供の推進

③ 家族介護者への支援 ○介護負担の軽減策の推進
○家族介護者の研修

④ 人材の養成・確保 ○障害者相談員の育成
○手話通訳者等の養成・確保
○療法士等の確保
○ホームヘルパー等の育成・確保

（４）障害者が安全に生活するために

① 暮らしやすい住まいの確保 ○住宅改修支援
○生活ホーム・グループホームの支援
○市営住宅の整備

② 福祉のまちづくりの推進 ○福祉のまちづくりの推進
○交通施設の整備
○地域防災体制の整備
○社会福祉施設等における防災対策

③ 移動手段の確保 ○移動手段の確保
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（１）障害への理解促進

① 障害に対する理解の促進

【現在行っている施策】

施策 施策内容

○福祉に関するパンフレッ パンフレットやリーフレットを作成し、福
ト、リーフレットの充実 祉サービスの情報提供などを行っています。

今後さらに、ボランティア活動の紹介な
ど、障害に対する理解を促すパンフレットや
リーフレットの作成を進めます。また、（仮
称）東金市保健福祉センターでホームページ
を開設し、情報提供を行います。

【今後の新規施策・検討する施策】

施策 施策内容
＊＊

○障害者の日の周知 １２月９日の障害者の日に、イベントを開
催して周知を図ります。

○健康福祉まつりの開催 （仮称）東金市保健福祉センターを会場と
した健康福祉まつりを開催し、障害者、障害
者団体が作製した絵画、手芸などの作品や福
祉用具の展示などを行います。

○理解促進のための各種イ 車椅子ウォークラリーなど障害をもつ人も
ベントの開催 もたない人も共に参加できる各種イベント等

を開催し、障害者との交流を図ります。

② 福祉教育の推進

【現在行っている施策】

施策 施策内容
＊＊

○福祉教育推進校の指定 小・中学校で、福祉教育推進校の指定を受
け、義務教育を通じ障害に対する理解の促進
を行っています。

○生涯を通じた福祉教育の 生涯学習の場を通じ、講演会や教室を開催
推進 するなど生涯を通じた福祉教育の推進を行っ

ています。
今後さらに、障害をもつ人ももたない人も
共に参加できる福祉教育を進めます。

－５１－



【今後の新規施策・検討する施策】

施策 施策内容

○教育図書等の充実 福祉教育に関連する啓発用図書、ビデオテー
プ等の教材を（仮称）東金市保健福祉センター
に設置します。

（２）支えあい助けあう地域づくり

① ボランティアの育成、活動支援

【現在行っている施策】

施策 施策内容

○ボランティアの育成 社会福祉協議会と連携し、ボランティア講
習会を開催するなど育成を行っています。今
後さらに、連携を強化し育成を進めます。

○ボランティアの確保 社会福祉協議会と連携し、地域福祉の担い
手となるボランティアの確保を引き続き行い
ます。

＊＊

○ボランティア活動の場の 社会福祉協議会にボランティアセンターを
提供 設置しボランティア活動の場の提供を行って

います。
今後さらに、（仮称）東金市保健福祉セン
ターにボランティアセンターを移設し、ボラ
ンティアルームを設け、活動の拠点となる場
の提供を行います。

○ボランティア活動の支援 社会福祉協議会を通じボランティア活動に
対し、引き続き支援します。

【今後の新規施策・検討する施策】

施策 施策内容
＊＊

○ボランティア情報等の提 ボランティアやＮＰＯの活動に関する情報
供 提供を広報誌やホームページなど多様なメデ

ィアにより行います。

○情報ボランティアの育成 障害者の情報機器等の活用を支援するた
め、障害の種類や程度に対応できる情報ボラ
ンティアの育成を図ります。
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② 地域ぐるみでの福祉ネットワーク体制の整備

【現在行っている施策】

施策 施策内容

○小域福祉活動の充実 地区社会福祉協議会を中心として、区長、
長寿会、民生児童委員、母子保健推進員、各
種ボランティアが身近な地域で助けあい活動
を促進し、障害をもつ人ももたない人も地域
社会の一員として、心の交流を保ちながら安
心して暮らせるよう小域福祉活動を進めてい
ます。
今後さらに、それぞれの団体等が連携し障
害者を支援するための福祉ネットワーク体制
の充実を図ります。

○民生児童委員、母子保健 お互いの役割と機能を理解し密接に結びつ
推進委員の活動支援 き互いに影響し合いながら連携を図れるよう

民生児童委員、母子保健推進員の活動を引き
続き支援します。

○地区社会福祉協議会の活 住民の地域福祉への関心を高め、自主的・
動支援 自発的な取り組みが出来るよう地区社会福祉

協議会の活動を引き続き支援します。

【施策体系】

１． 共に支えあい助けあうために

(1) 障害への理解促進

① 障害に対する理解の促進 ○福祉に関するパンフレット、リーフレットの充実

○障害者の日の周知

○健康福祉まつりの開催

○理解促進のための各種イベントの開催

② 福祉教育の推進 ○福祉教育推進校の指定

○生涯を通じた福祉教育の推進

○教育図書等の充実

(2) 支えあい助けあう地域づくり

① ボランティアの育成、活動支援 ○ボランティアの育成

○ボランティアの確保

○ボランティア活動の場の提供

○ボランティア活動の支援

○ボランティア情報等の提供

○情報ボランティアの育成

② 地域ぐるみでの ○社会福祉協議会を中心とした小域福祉活動の充実

福祉ネットワーク体制の整備 ○民生児童委員、母子保健推進委員の活動支援

○地区社会福祉協議会の活動支援
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**（１）療育・教育の充実

① 障害の早期発見

【現在行っている施策】

施策 施策内容

○早期発見の充実 妊婦健診、乳児健診、1歳６か月健診、3歳
児健診を実施し、障害の早期発見に努めてい
ます。
今後さらに、医療機関と連携を強化し、早
期に適切なサービスを提供できるよう努めま
す。

② 療育の充実

【現在行っている施策】

施策 施策内容
＊＊ ＊＊ ＊＊

○簡易マザーズホームの充 理学療法士や言語聴覚士による機能回復訓
実 練や集団生活への適応訓練などを行っていま

す。
今後さらに、（仮称）東金市保健福祉セン
ター内へ移設し、障害の種類や程度に応じた
きめ細かな療育体制を図ります。

○療育相談の充実 障害児やその親たちが適切なサービスを受
けられるように相談を行っています。＊＊

今後さらに、保健所や児童相談所などの関
係機関との連携を強化し、療育相談を進めま
す。

○幼児のことばや心の発達 保健所、児童相談所、簡易マザーズホー
相談の充実 ム、医療機関などの関係機関との連携強化を

図り、言語聴覚士による幼児のことばの発達
相談や臨床心理士による幼児の心の発達相談
を引き続き行います。
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③ 障害児教育の充実

【現在行っている施策】

施策 施策内容

○就学相談の充実 障害児のもつ能力を最大限に引き出し、将
来、社会の一員として積極的に活動できるよ
う図るため、障害に応じた教育・訓練を、早
期に、あるいは発達段階の適切な時期に行な
うことができるように、就学指導委員会の機
能を高めるなど、引き続き就学相談を充実さ
せていきます。

○障害児教育の充実 障害児がもつ能力を最大限に伸ばし、自立
し、社会参加するための基盤をつくるため、
一人ひとりの障害の種類や程度に応じてきめ
細かな教育を行えるよう、家族などのニーズ
を聞きながら教育課程の編成や個別指導を引
き続き行います。

○学校施設等の改善 障害児にとって安全で使いやすい施設の改
善を引き続き行います。

（２）社会参加・交流の促進

① 交流の促進

【今後の新規施策・検討する施策】

施策 施策内容

○障害者が参加しやすいイ 障害をもつ人ももたない人も共に参加でき
ベント等の開催 るイベント等を企画・開催し、交流の促進を

進めます。

○交流の場の確保 （仮称）東金市保健福祉センターを拠点と
して、健康福祉まつりや各種イベントを行う
ための交流の場を確保します。

○コミュニケーションの場 障害者やその家族どうしが情報交換をする
の提供 ために、（仮称）東金市保健福祉センターに

コミニュケーションの場を提供します。
＊＊

○手話奉仕員の派遣 聴覚障害者、音声・言語機能障害者の交流
を促進するため、手話奉仕員を派遣します。
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② スポーツ・レクリエーション等の充実

【現在行っている施策】

施策 施策内容

○障害者スポーツ大会への 東金市身体障害者福祉会では、千葉県や山
参加 武郡が行っている障害者スポーツ大会に参加

しています。
今後さらに、市内の在勤、在住の障害者に
も広く参加を呼びかけ社会参加の促進に努め
ます。

【今後の新規施策・検討する施策】

施策 施策内容

○スポーツ・レクリエーシ スポーツ・レクリエーション教室を開催
ョン教室の開催 し、社会参加・交流の促進を図ります。

○障害者スポーツ指導者の 障害者スポーツ指導者養成講座の参加につ
養成・確保 いて助成を行い、専門的な知識や技能を身に

つけた指導者の養成・確保を図ります。

③ 障害者団体への支援

【現在行っている施策】

施策 施策内容

○団体等の育成・支援 東金市身体障害者福祉会、手をつなぐ親の
会、山武郡市精神障害者家族会の育成及び活
動を引き続き支援します。

○団体等が開催するイベン 障害者団体などが開催するイベント等につ
ト等の支援 いて、引き続き支援を行います。

【今後の新規施策・検討する施策】

施策 施策内容

○家族等のネットワークづ 障害者のいる家族どうしがネットワークを
くりの検討 結び、交流を図れる体制づくりを検討しま

す。
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④ 情報提供と情報教育の推進

【今後の新規施策・検討する施策】

施策 施策内容

○日常生活情報の提供 各種団体が行う催しや講座などの日常生活
情報について、インターネット、ファックス
や電話など、誰もが入手しやすい手段による
情報提供を進めます。

○情報教育の推進 特殊学級等において、障害に配慮したパソ
コンやインターネット等の情報教育を推進す
るとともに、障害者団体等と連携して、障害
者向けのパソコン教室・インターネット教室
等を開催します。

○情報機器の支援の検討 障害者がパソコンやファックス、電話等の
情報機器を入手するにあたり、貸与や助成等
の支援策を検討します。

（３）就業の場の確保

① 障害者雇用の促進

【現在行っている施策】

施策 施策内容

○民間事業者等への理解促 東金商工会議所などを通じ民間事業者など
進 に対し、障害者雇用についての理解促進を行

っています。 ＊＊

今後さらに、啓発やＰＲを強化し、法定雇
用率の達成を目指すよう協力を要請します。

＊＊

○職親制度の促進 知的障害者の就業の場を確保するため、職
親制度を行っています。また、保健所では精
神障害者のために、社会適応訓練事業として
協力事業所の確保を行なっています。
今後さらに、制度のＰＲを強化し、障害者
雇用の促進に努めます。

【今後の新規施策・検討する施策】

施策 施策内容
＊＊ ＊＊

○就業相談の充実 ハローワーク、障害者職業センター、精神
障害者職親の会などと連携を強化し、就業相
談体制を確立し、障害者の雇用促進に努めま
す。
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② 福祉的就業の場の充実

【現在行っている施策】

施策 施策内容
＊＊

○東金市福祉作業所の充実 就業することが困難な身体障害者及び知的
障害者に対し、自活に必要な指導および訓練
を行う場を確保するため福祉作業所を開設し
ています。
今後さらに、個々の障害に応じた指導及び
訓練内容など検討を行い、指導員及び定員の
拡大を検討します。
平成２２年度までに３５人分の確保に努め
ます。

平成12年度現況 平成22年度目標

定 員（人） 25 35

＊＊

○小規模福祉作業所の充実 就業することが困難な身体障害者及び知的
障害者に対し、障害者のニーズに合った就業
の場を確保するため、小規模作業所の設置者
に対し開設時の設備整備費及び運営費の補助
を引き続き行います。
平成２２年度までに１５人分の確保に努め
ます。

平成12年度現況 平成22年度目標

定 員（人） ７ 15

＊＊

○共同作業所の充実 就業することが困難な精神障害者のための
就業の場を確保するため、共同作業所の設置
者に対し引き続き運営費の補助を行います。
今後さらに、設置者と連携し、建設にあた
っての近隣住民に対する理解の促進に努めま
す。
平成２２年度までに４０人分の確保に努め
ます。

平成12年度現況 平成22年度目標

定 員（人） 20 40

【今後の新規施策・検討する施策】

施策 施策内容

○雇用の場の創出 障害者の雇用の場の創出を積極的に図るた
め、今後の公共施設等の整備・改築等に応じ
て、障害者の店等の設置を検討します。

－５８－



【施策体系】

２． 障害者が自立して生活するために

(1) 療育・教育の充実

① 障害の早期発見 ○早期発見の充実

② 療育の充実 ○簡易マザーズホームの充実

○療育相談の充実

○幼児のことばや心の発達相談の充実

③ 障害児教育の充実 ○就学相談の充実

○障害児教育の充実

○学校施設等の改善

(2) 社会参加・交流の促進

① 交流の促進 ○障害者が参加しやすいイベント等の開催

○交流の場の確保

○コミュニケーションの場の提供

○手話奉仕員の派遣

② スポーツ・レクリエーション ○障害者スポーツ大会への参加

等の充実 ○スポーツ・レクリエーション教室の開催

○障害者スポーツ指導者の養成・確保

③ 障害者団体への支援 ○団体等の育成・支援

○団体等が開催するイベント等の支援

○家族等のネットワークづくりの検討

④ 情報提供と情報教育の推進 ○日常生活情報の提供

○情報教育の推進

○情報機器の支援の検討

(3) 就業の場の確保

① 障害者雇用の促進 ○民間事業者等への理解促進

○職親制度の促進

○就業相談の充実

② 福祉的就業の場の充実 ○東金市福祉作業所の充実

○小規模福祉作業所の充実

○共同作業所の充実

○雇用の場の創出

－５９－



（１）相談機能の充実

① 総合相談窓口の設置

【今後の新規施策・検討する施策】

施策 施策内容

○総合相談窓口の設置 （仮称）東金市保健福祉センターに、保
健、医療、福祉の連携を図り、さまざまな福
祉サービスを適切かつ迅速に受けられるよ
う、総合相談窓口の開設をします。

② 相談体制の整備

【現在行っている施策】

施策 施策内容

○サービスコーディネート 障害者の相談に応じながら、サービス提供
機能の充実 機関に連絡し、適切なサービスが受けられる

ようコーディネートを行っています。
今後さらに、利用制度への移行に伴い、さ
まざまなサービスの組み合わせを提案し、本
人に選んでいただきながらサービスをコーデ
ィネートしていくための機能の充実を図りま
す。

【今後の新規施策・検討する施策】

施策 施策内容

○身近な地域での相談体制 （仮称）東金市保健福祉センターを拠点と
の整備 し、民生児童委員、母子保健推進員、地区社

会福祉協議会、ボランティアなどが連携し、
身近な地域での相談体制の充実を図ります。

○精神障害者の相談体制の 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律
整備 の改正に伴い、平成１４年４月より精神障害

者の相談業務を市で行ないます。
今後、保健婦などを活用した初期相談体制
の整備や専門的な相談についての体制づくり
について検討します。

○保健福祉サービス一覧表 保健福祉サービスの一覧表を作成し、誰も
の作成 が容易にサービス情報を入手できるように努

めます。
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施策 施策内容
＊＊

○手話通訳者の設置 聴覚障害者、音声・言語機能障害者の相
談、指導等を行うため、（仮称）東金市保健
福祉センターに手話通訳者を設置します。
平成２２年度までに１人の設置を進めま
す。

平成12年度現況 平成22年度目標

手話通訳者（人） ０ １

注）上記人数は常勤換算の数値。

**
③ 権利擁護の推進

【現在行っている施策】

施策 施策内容

○地域福祉権利擁護事業の 障害をもつことで判断能力が十分でないた
推進 めに適切なサービスの提供が受けられない障

害者に対し、権利を擁護するために、千葉県
後見支援センターでは福祉サービス利用援
助、財産保全・管理サービス、弁護士等紹介
サービスを提供しています。 また、社会福
祉協議会ではその初期相談を行っています。
今後さらに、千葉県後見支援センターのＰ
Ｒを進めるとともに、初期相談の充実を図り
ます。

【今後の新規施策・検討する施策】

施策 施策内容

○権利擁護体制の整備 障害者の権利が侵害され、障害者等から申
し立てがあった場合に、いつでも相談を受け
ることができるよう相談窓口を設置するとと
もに、関係機関と連携し、迅速かつ適切に対
応が図れるよう努めます。
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（２）保健・福祉サービスの充実

① サービス提供体制の見直し

【今後の新規施策・検討する施策】

施策 施策内容
＊＊

○障害者ケアマネジメント 現在、地域で暮らす障害者にとっては、生
事業の実施 活ニーズを満たすためのサービス提供主体が

広く散在しているため、必要なサービスを見
いだすことが困難な状況にあります。
このため、保健・医療・福祉の各サービス
を一体的に提供する、将来の障害者ケアマネ
ジメント体制の整備に資するため、平成13年
度に精神障害者についての試行的事業を医療
法人に委託して実施します。

○市町村障害者生活支援事 身体障害者が、住み慣れた地域での生活を
業の推進 安心して送ることができるように、在宅福祉

サービスの利用援助、社会資源の活用や社会
生活力を高めるための支援、介護相談及び情
報の提供等を総合的に行う生活支援センター
の整備について、千葉県、山武郡内の町村及
び事業運営ができる社会福祉法人等と協議を
進めます。

② 在宅保健福祉サービスの充実

【現在行っている施策】

施策 施策内容
＊＊

○ホームヘルプサービスの １級又は２級の身体障害者手帳所持者や難
充実 病者に対し、ホームヘルパーを派遣し必要な

家事や介護を実施しています。
今後さらに、療育手帳所持者や精神障害者
保健福祉手帳所持者も利用できるようホーム
ヘルプサービスの拡充を図るとともに、視覚
障害者、脳性まひ者等全身性障害者の社会参
加を促進するため、ガイドヘルプサービスの
実施について検討します。
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施策 施策内容

○移動入浴サービスの充実 １級又は２級の身体障害者手帳所持者や、
ねたきりの身体障害者に対し、移動入浴サー
ビスを行い、家族の負担の軽減に努めていま
す。
今後さらに、サービスの普及に努めＰＲを
強化します。
平成２２年度までに年間１９２回分の確保
に努めます。

平成12年度現況 平成22年度目標

提供量（回／年） 120 192

＊＊

○ショートステイサービス １級又は２級の身体障害者手帳所持者、身
の充実 体障害児、知的障害者を支える家族が、疾病

等の理由により、居宅において介護できない
場合に、一時的に施設へ入所できるサービス
を行っています。また、精神障害者について
は市内の精神障害者社会復帰施設において行
っています。
今後さらに、心身障害者が身近でサービス
が受けられるように、市内に身体障害者及び
知的障害者のショートステイサービス提供施
設の誘致に努めます。
平成２２年度までに１か所の誘致に努めま
す。

平成12年度現況 平成22年度目標

施設数（か所） １ ２

○訪問指導の充実 在宅療養者及びこれに準ずる状態にある人
に対し、保健婦、栄養士、歯科衛生士が訪問
し、本人及び家族に対し、必要な保健指導を
行い、心身機能の低下防止と健康保持を引き
続き図ります。

○日常生活用具等の給付又 在宅での生活を快適に過ごすために、身体
は貸与 障害者手帳所持者や難病者に対し居室や浴槽

などの改修や訓練用ベッドなどの日常生活用
具の給付又は貸与を行っています。
今後さらに、日常生活用具の普及に努めＰ
Ｒを強化します。

○補装具の給付又は貸与 身体障害者手帳所持者に対し車いすなどの
補装具の給付又は貸与を行っています。
今後さらに、補装具の普及に努めＰＲを強
化します。

○車いす等の貸し出し 短期的に車いす・白杖またはエアマットを
必要とする障害者に対し、引き続き貸し出し
を行います。
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施策 施策内容

○紙オムツ支給事業の充実 在宅での生活を快適に過ごし、経済的負担
や精神的負担の軽減を図るため、１級及び２
級の身体障害者手帳所持者又は重度の療育手
帳所持者に対し、引き続き紙おむつの支給を
行います。

○生活福祉資金貸付制度 障害者手帳所持者の世帯の安定に役立てて
いくため、生業を営むのに必要な経費、高額
な福祉用具等の購入に必要な経費等について
融資を行っています。

○精神障害者地域生活支援 市内の精神障害者社会復帰施設で運営する
センター 精神障害者地域生活支援センターでは、日常

生活の支援や自立と社会参加の促進を図って
います。
今後さらに、センターと連携を図りながら
精神障害者の日常生活の支援に努めます。

○盲導犬の給付申請の受付 重度視覚障害者の就労等社会参加活動への
参加を促進するために、盲導犬の給付を希望
する者に対し、申請の受付を行っています。

【今後の新規施策・検討する施策】

施策 施策内容

○点字図書室の開設 視覚障害者の教養と福祉の増進を図るた
め、（仮称）東金市保健福祉センターに点字
図書室を開設し、点字図書やテープ図書の貸
し出しを行います。
また、点字通訳ボランティアの活動を支援
するため、点字プリンタなどを設置します。

＊＊

○デイサービスセンターの 地域において就労が困難な身体障害者及び
誘致 知的障害者の居宅生活の支援、社会的孤立感

の解消、心身機能の維持向上を図るため、身
近でサービスの提供が受けられるように、デ
イサービスセンターの誘致に努めます。
平成２２年度までに１施設の誘致に努めま
す。

平成12年度現況 平成22年度目標

施設数（か所） ０ １
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③ 福祉手当等の支給

【現在行っている施策】

施策 施策内容

○福祉手当等の支給 さまざまな福祉サービスを受けるために必
要な身体障害者手帳や療育手帳の交付申請の
受付を行っています。
また、医療費や介護に関わる経済的負担の
軽減を目的とした各種手当ての給付を行って
います。
引き続き、制度の普及を図りＰＲに努めま
す。

＜身体障害者手帳交付申請の受付＞
病気やけがなどにより上肢や下肢、体幹、
視覚、聴覚、平衡機能、音声・言語・そしゃ
く機能、心臓、腎臓、呼吸器、ぼうこう、直
腸、小腸、免疫機能（ヒト免疫不全ウイルス
によるもの）などに永続する障害をもつ人に
対して、その証明として国の基準に基づき交
付を行っています。

＜療育手帳交付申請の受付＞
知能の発達に遅れのある者に対し、一貫し
た指導、相談を行うとともに、福祉的援護を
受けやすくするために県の基準に基づき交付
を行っています。
＊＊

＜精神障害者保健福祉手帳交付申請の受付＞
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律
の改正により、平成14年４月から手帳交付申
請の受付を市の窓口で行います。
引き続き、精神障害に対する理解の促進を
図るとともに、手帳の普及に努めます。

＜心身障害者扶養年金＞
１級～３級までの身体障害者手帳所持者、
療育手帳所持者、障害基礎年金等の受給者等
を扶養している者に対し、その生存中、毎月
一定の掛金を拠出し、扶養者に万一のことが
あった場合、後に残された障害者等に対し終
身一定の年金を給付しています。

＜重度心身障害者医療費＞
１級又は２級の身体障害者手帳所持者、重
度の療育手帳所持者又はその保護者に対し、
医療保健対象医療費・薬剤一部負担金・入院
時の食事療養費・助成申請書の証明経費を支
給しています。
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施策 施策内容

＜東金市特定疾病療養者援護金＞
原因が不明で治療方法が確立していない、
18歳未満のぜんそく、全身性エリテマトーデ
スなどの疾病にかかり、治療を受けている者
に対し援護金を支給しています。

＜更生医療＞
身体障害者手帳所持者がその障害を軽減、
回復させるために適当であると認められた治
療について、千葉県の指定医療機関又は指定
医師による診察を受ける場合、診察、薬剤、
医学的処置などの医療を給付しています。

＜特別児童扶養手当＞
障害があるため、在宅での日常生活におい
て常時特別の介護を必要とする者を育ててい
る家族に対し支給しています。

＜障害児福祉手当＞
重度の障害があるため、在宅での日常生活
において常時特別の介護を必要とする20歳未
満の者に対し支給しています。

＜特別障害者手当＞
著しく重度の障害があるため、在宅での日
常生活において常時特別の介護を必要とする
20歳以上の者に対し支給しています。

＜経過的福祉手当＞
従来の福祉手当制度の受給資格者のうち、
特別障害者手当の支給要件に該当せず、かつ
障害基礎年金を受給できない者に対し、経過
措置による福祉手当を支給しています。

＜重度心身障害児福祉手当＞
特別児童扶養手当１級を支給される状態に
ありながら、所得制限により支給されない者
に対し支給しています。

＜東金市在宅障害者福祉手当＞
20歳以上の療育手帳の程度が重度以上と判
定された者、障害者相談センター所長の発行
する判定書において重度と判定された知的障
害者または介護する家族、自宅においておお
むね６か月以上ねたきりで、入浴、食事、排
便等の日常生活に人手を必要とする20歳以上
65歳未満の身体障害者又は介護する家族で、
障害児福祉手当、特別障害者手当等の支給を
受けていない家族に対し支給しています。
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施策 施策内容

＜通院医療費の公費負担＞
精神障害の適正な医療を普及するため、精
神障害者が医療機関等へ通院し、精神障害の
医療を受ける場合に、費用の95％を負担して
います。
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律
の改正により平成14年４月から通院医療費の
公費負担申請の受付を市の窓口で行います。
今後さらに、通院医療費の自己負担金助成
を検討します。

④ 障害者入所施設の確保

【現在行っている施策】

施策 施策内容
＊＊

○身体障害者入所施設の確 身体障害者の入所施設の建設に対し補助を
保 行い、入所施設の確保に引き続き努めます。

平成２２年度までに１０人分の確保に努め
ます。

平成12年度現況 平成22年度目標

入所定員（人） ６ 10

＊＊

○知的障害者入所施設の確 知的障害者の入所施設の建設に対し補助を
保 行い入所施設の確保に引き続き努めます。

平成２２年度までに２６人分の確保に努め
ます。

平成12年度現況 平成22年度目標

入所定員（人） 12 26

⑤ 情報提供の推進

【現在行っている施策】

施策 施策内容

○行政情報の提供 主に広報誌、東金市のホームページ、テレ
フォンガイドなど音声による広報サービスな
どで行政情報の提供を行っています。
今後さらに、誰もが気軽に行政情報を入手
できるよう、インターネット、ファックス、
電話等多様なメディアによる情報提供を進め
ます。
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施策 施策内容

○保健福祉サービス情報の 福祉課や健康指導課などの窓口で保健福祉
提供 サービスの情報提供を行うほか、広報紙や東

金市のホームページで情報提供を行っていま
す。
今後さらに、障害者一人ひとりが最適なサ
ービスを選択でき、利用できるように相談窓
口の一本化を図ります。また、（仮称）東金
市保健福祉センターでホームページの開設を
行い、保健福祉サービス情報の提供を行うと
ともに、多様なメディアによる情報提供を進
めます。

【今後の新規施策・検討する施策】

施策 施策内容

○情報保障の制度化の要請 今後一層の情報保障を推進するため、県や
国に対して、情報保障の推進に係る財政支援
等の制度化について要請していきます。

（３）家族介護者への支援

① 介護負担の軽減策の推進

【現在行っている施策】

施策 施策内容

○家族介護者の訪問診査の 障害者の介護のため健康診査を受けられな
推進 かった家族に対し、医師が訪問し、健康診査

を実施しています。
今後さらに、訪問診査のＰＲに努めます。

○医療費・福祉手当の支給 （再掲）

○ショートステイサービス （再掲）
の充実

【今後の新規施策・検討する施策】

施策 施策内容
＊＊

○レスパイトサービスの検 障害者の家族が、急用ができていつも通り
討 の介護ができない、突発的な事故、急病で家

族が家を空けないといけない、いつも介護さ
れている方が休息を取りたいなどの要望に応
えるため、介護を一時的に代行するレスパイ
トサービスの実施について検討します。
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施策 施策内容

○デイサービスセンターの （再掲）
誘致

② 家族介護者の研修

【今後の新規施策・検討する施策】

施策 施策内容

○家族教室の検討 在宅の障害者を介護されている家族の方の
＊＊

地域での生活支援を図るため、研修会やピア
カウンセリングなどの教室の開催を検討しま
す。

（４）人材の養成・確保

① 障害者相談員の育成

【現在行っている施策】

施策 施策内容

○身体・知的障害者相談員 相談員の専門的知識の向上を図るため、積
の育成 極的に研修を実施するなど相談員の育成に努

めます。

② 手話通訳者等の養成・確保

【今後の新規施策・検討する施策】

施策 施策内容

○手話通訳者、手話奉仕員 手話通訳者、手話奉仕員の養成講座を開催
の養成・確保 し、その確保に努めます

平成２２年度までに１人の手話通訳者の確
保に努めます。
平成２２年度までに１０人の手話奉仕員の
確保に努めます。

平成12年度現況 平成22年度目標

手話通訳者（人） ０ １

手話奉仕員（人） ０ 10

注）上記人数は常勤換算の数値。
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③ 療法士等の確保

【現在行っている施策】

施策 施策内容
＊＊

○作業療法士、理学療法士、 簡易マザーズホームでの療育や在宅療養者
言語聴覚士の確保 などに対する日常生活における基本動作の指

導や集団生活への適応訓練、機能回復訓練等
の充実又は幼児のことばの発達相談を推進し
ていくため、引き続き療法士等の専門的人材
の確保に努めます。

④ ホームヘルパー等の育成・確保

【現在行っている施策】

施策 施策内容

○ホームヘルパー等保健福 重度身体障害者及び難病者に対するホーム
祉人材の育成・確保 ヘルパー等の資質の向上を図るため、研修等

を実施しています。
今後さらに、身体・知的・精神・難病など
障害の特性や多様な要望に的確に対応できる
専門性を確保するなど、ホームヘルパーの育
成と確保に努めます。
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【施策体系】

３． 障害者が安心して生活するために

(1) 相談機能の充実

① 総合相談窓口の設置 ○総合相談窓口の設置

② 相談体制の整備 ○サービスコーディネート機能の充実

○身近な地域での相談体制の整備

○精神障害者の相談体制の整備

○保健福祉サービス一覧表の作成

○手話通訳者の設置

③ 権利擁護の推進 ○地域福祉権利擁護事業の推進

○権利擁護体制の整備

(2) 保健・福祉サービスの充実

① サービス提供体制の見直し ○障害者ケアマネジメント事業の実施

○市町村障害者生活支援事業の推進

② 在宅保健福祉サービスの充実 ○ホームヘルプサービスの充実

○移動入浴サービスの充実

○ショートステイサービスの充実

○訪問指導の充実

○日常生活用具等の給付又は貸与

○補装具の給付又は貸与

○車いす等の貸し出し

○紙オムツ支給事業の充実

○生活福祉資金貸付制度

○精神障害者地域生活支援センター

○盲導犬の給付申請の受付

○点字図書室の開設

○デイサービスセンターの誘致

③ 福祉手当等の支給 ○福祉手当等の支給

④ 障害者入所施設の確保 ○身体障害者入所施設の確保

○知的障害者入所施設の確保

⑤ 情報提供の推進 ○行政情報の提供

○保健福祉サービス情報の提供

○情報保障の制度化の要請

(3) 家族介護者への支援

① 介護負担の軽減策の推進 ○家族介護者の訪問診査の推進

○医療費・福祉手当の支給（再掲）

○ショートステイサービスの充実（再掲）

○レスパイトサービスの検討

○デイサービスセンターの誘致（再掲）

② 家族介護者の研修 ○家族教室の検討

(4) 人材の養成・確保

① 障害者相談員の育成 ○身体・知的障害者相談員の育成

② 手話通訳者等の養成・確保 ○手話通訳者、手話奉仕員の養成・確保

③ 療法士等の確保 ○作業療法士、理学療法士、言語聴覚士の確保

④ ホームヘルパー等の育成・確保 ○ホームヘルパー等保健福祉人材の育成・確保
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（１）暮らしやすい住まいの確保

① 住宅改修支援

【現在行っている施策】

施策 施策内容

○住宅リフォーム助成 障害の程度が１から２級までの下肢、体
幹、視覚障害の身体障害者手帳所持者及びこ
れと同程度で設備の取り付けを要する重度障
害者がいる世帯であって、その世帯の生計中
心者が前年の所得税非課税世帯に対し、住宅
の浴室、玄関、階段、便所、居室等を使いや
すくするための改修をした時に、経費の一部

＊＊について助成を行い、バリアフリー住宅の誘
導を行っています。
今後さらに、制度のＰＲを強化します。

○居室等増改築・改造資金 １級～３級までの身体障害者手帳所持者又
貸付制度 は重度の判定を受けた千葉県療育手帳所持者

が居住する居室や付帯設備を増改築・改造を
する者に対し、資金の貸付を行っています。
今後さらに、制度のＰＲについて充実を図
ります。

【今後の新規施策・検討する施策】

施策 施策内容

○緊急通報装置の設置 ひとり暮らしの重度身体障害者及び難病者
に対し、緊急通報装置の設置について検討し
ます。

** **
② 生活ホーム・グループホームの支援

【現在行っている施策】

施策 施策内容
＊＊

○知的障害者生活ホームの 独立を求めている知的障害者や家庭での養
支援 育が困難な知的障害者が、知的障害者生活ホ

ームに入居したときに、運営する個人又は団
体に対し、引き続き運営に必要な経費につい
て補助を行います。
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【今後の新規施策・検討する施策】

施策 施策内容

○知的障害者グループホー 満１５歳以上の共同生活を営む知的障害者
ムの支援 が、グループホームに入居したときに、運営

する法人等に対し、運営にかかる費用につい
て補助を行います。

○精神障害者グループホー 精神障害者が地域で安心して暮らせるよう
ムの支援 に、グループホームの運営について支援を検

討します。

③ 市営住宅の整備

【現在行っている施策】

施策 施策内容

○市営住宅への入居資格の 障害者の市営住宅への入居について収入条
緩和 件や単身入居などの緩和措置を引き続き行い

ます。

【今後の新規施策・検討する施策】

施策 施策内容
＊＊

○市営住宅のバリアフリー 市営住宅を建て替える場合には、「千葉県
化 福祉のまちづくり条例」に基づいたバリアフ

リー化を図り障害者の住みよい住宅づくりを
検討します。

（２）福祉のまちづくりの推進

① 福祉のまちづくりの推進

【現在行っている施策】

施策 施策内容

○市庁舎、文化施設、学校 公共施設の施設建設について「千葉県福祉
施設等公共施設のバリア のまちづくり条例」に基づいた施設整備を引
フリー化の推進 き続き行います。

○公園のバリアフリー化の 公園施設の整備について、「千葉県福祉の
推進 まちづくり条例」に基づいたバリアフリー化

を図り障害者も利用し易い公園づくりを引き
続き行います。
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【今後の新規施策・検討する施策】

施策 施策内容

○福祉マップの作成 市内でスロープや車椅子などの福祉的配慮
がされた建物等を紹介した福祉マップを作成
します。

② 交通施設の整備

【現在行っている施策】

施策 施策内容

○歩道のバリアフリー化の 障害者が安全かつ快適に利用できるよう幅
推進 員の確保や段差の解消を引き続き行います。
＊＊

○盲人用信号機の設置の促 音響設備の付いた盲人用信号機は、現在市
進 内に１か所のみであることから、引き続き、

県警等に対し、設置か所の拡充について要望
していきます。

○公共施設等での情報の提 公共施設、公共交通機関、道路等で、障害
供 者の移動の利便性及び安全性の向上を促進す

るために、通行経路の点字ブロック等の設置
を行っています。
今後さらに、点字や音声等による案内標識
について設置を検討します。

【今後の新規施策・検討する施策】

施策 施策内容

○東金駅のバリアフリー化 地域交通の拠点である東金駅については、
の検討 障害者に使いやすい施設とするため、ＪＲと

の協議を進めます。

③ 地域防災体制の整備

【今後の新規施策・検討する施策】

施策 施策内容

○防災体制の整備 地域防災計画に基づき、地域住民などへの
防災教育などを通じ、災害時における避難指
示など情報伝達、救助、避難誘導など地域全
体での災害弱者に対する避難への支援体制づ
くりを図ります。また、避難所でのトイレや
車椅子など障害者のための備蓄を進めます。
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施策 施策内容

○防災マニュアル・災害弱 地域防災計画に基づき、災害時における避
者対策の手引きの策定 難指示等の情報伝達、救助、避難誘導など地

域全体での災害弱者の避難体制づくりを確立
するため、「防災マニュアル」および「災害
弱者対策の手引き」の策定を図ります。

○災害時の情報提供方法の 災害時に、障害者にわかりやすい災害情報
検討 の提供方法について検討します。

④ 社会福祉施設等における防災対策

【今後の新規施策・検討する施策】

施策 施策内容

○防災対策の推進 地域防災計画に基づき、社会福祉施設など
の管理者に対し、施設の耐震化や生活維持に
必要な飲料水、食糧、医薬品などの備蓄を行
うよう指導に努めます。

○災害時の地域支援 地域防災計画に基づき、災害時における避
難指示等の情報伝達手段の検討や、社会福祉
士、カウンセラー等、支援体制の確保に努め
ます。

（３）移動手段の確保

① 移動手段の確保

【現在行っている施策】

施策 施策内容

○福祉タクシー券の交付 １級～２級までの身体障害者手帳所持者、
重度の療育手帳所持者又は同程度の障害を持
つ者に対し、福祉タクシー券を交付し、市内
及び近隣市町村でタクシーを利用する際の経
済的負担の軽減を図っています。
今後さらに、精神障害者手帳所持者など利
用範囲の拡大を検討します。

○福祉カー「ゆうあい号」 障害者が積極的にまちなどに外出できるよ
の貸し出し事業の充実 うリフト付きワゴン車「ゆうあい号」の貸し

出しを行っています。
今後さらに、社会福祉協議会と連携し、運
転手ボランティアの確保など利便性の向上に
努めます。
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施策 施策内容

○身体障害者自動車運転免 就業等社会参加の促進を図るため、自動車
許取得費の助成 運転免許の取得に際し、取得費の一部を助成

しています。
今後さらに、制度の周知に努めます。

○身体障害者自動車改造費 就業等社会参加の促進を図るため、身体障
の助成 害者が自動車の運転操作をしやすくするため

の改造をする際、改造費の一部を助成してい
ます。
今後さらに、助成制度のＰＲに努めます。

【今後の新規施策・検討する施策】

施策 施策内容

○市内循環バスの導入 市内に存在する交通空白区域の解消と公共
施設等への交通手段を確保するため、市内循
環バスの導入を図る際に、交通バリアフリー
法に基づいた床面の低いバスの導入を図るな
ど、障害者の移動の利便性や安全性の向上を
図ります。
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【施策体系】

４． 障害者が安全に生活するために

(1) 暮らしやすい住まいの確保

① 住宅改修支援 ○住宅リフォーム助成

○居室等増改築・改造資金貸付制度

○緊急通報装置の設置

② 生活ホーム・グループホーム ○知的障害者生活ホームの支援

の支援 ○知的障害者グループホームの支援

○精神障害者グループホームの支援

③ 市営住宅の整備 ○市営住宅への入居資格の緩和

○市営住宅のバリアフリー化

(2) 福祉のまちづくりの推進

① 福祉のまちづくりの推進 ○市庁舎、文化施設、学校施設等公共施設の

バリアフリー化の推進

○公園のバリアフリー化の推進

○福祉マップの作成

② 交通施設の整備 ○歩道のバリアフリー化の推進

○盲人用信号機の設置の推進

○公共施設等での情報の提供

○東金駅のバリアフリー化の検討

③ 地域防災体制の整備 ○防災体制の整備

○防災マニュアル・災害弱者対策の手引きの策定

○災害時の情報提供方法の検討

④ 社会福祉施設等における ○防災対策の推進

防災対策 ○災害時の地域支援

(3) 移動手段の確保

① 移動手段の確保 ○福祉タクシー券の交付

○福祉カー「ゆうあい号」の貸し出し事業の充実

○身体障害者自動車運転免許取得費の助成

○身体障害者自動車改造費の助成

○市内循環バスの導入
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（１）推進体制と進行管理

本計画を着実に実行していくためには、計画の進行管理を含めた推進体制が不可欠

となります。

本市では、本計画の策定にあたり、1999（平成11）年10月に「東金市障害者施策推

進協議会」を設置し、障害者の保健福祉に関する事業の従事者及び学識経験者等の専

門的な意見の反映を図ってきたところですが、本計画策定後については設置要綱を改

正し、同協議会を本計画の推進を担う組織として位置付けます。

なお、本計画の進行管理責任を有する庁内部署は福祉課（平成13年３月現在）とし

ます。

（２）圏域調整の推進

障害者が容易にサービスを利用できるようにするためには、身近に施設や人材を確

保することが必要です。

現在、障害者の保健福祉に係る施設及び専門的人材の配置については、国・県・市
**

の役割分担（所掌事務）に応じて進められています。しかし、2000（平成12）年の社

会福祉事業法の改正に伴い、2003（平成15）年４月より、社会福祉法人等の保健福祉

サービスの提供事業者間に競争原理が導入されることとなり、今後、施設や人材の配

置がニーズの高い圏域に向かって流動化することも懸念されます。

このため、本計画の推進にあたっては、保健福祉サービスの提供事業の許認可にあ

たる県や近隣自治体と連携して圏域間の調整を図り、山武郡の圏域でのサービス提供

基盤（施設等のサービス提供拠点や人材の配置）の確保に努めます。

また、圏域内においては、近隣自治体と調整を図りつつ、保健福祉サービスの提供

事業者の市内誘致を積極的に推進します。
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１．協議会等設置要綱及び委員名簿

（１）東金市障害者施策推進協議会設置要綱

（設 置）

第１条 本市は、東金市障害者計画（以下「計画」という。）を策定するにあたり、

障害者、障害者の福祉に関する事業に従事する者及び学識経験者等の専門的な意見

を反映させるため、東金市障害者施策推進協議会（以下「協議会」という。）を設

置する。

（所掌事務）

第２条 協議会は、計画に関する事項について調査及び審議を行う。

（組 織）

第３条 協議会は委員１５名以内をもって組織する。

２ 委員は別表に掲げる者のうちから市長が委嘱する。

３ 協議会には、会長及び副会長を各１名置き、委員の互選により定める。

４ 会長は、会務を総理し協議会を代表する。

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときはその職務

を代理する。

６ 委員の任期は、計画の策定の完了をもって終了する。

（会 議）

第４条 協議会の会議は、必要に応じて会長が招集し、議長となる。

２ 協議会は、委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。

３ 会長は必要に応じて関係者の出席又は市の関係部課等に関係資料の提出を求める

ことができる。

（庶 務）

第５条 協議会の事務は、市民福祉部福祉課において処理する。

（補 則）

第６条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関して必要な事項は、会長が

定める。

附 則

この要綱は、平成１１年１０月１日から施行する。
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別表（第３条）

機関・団体等

１ 市議会の代表（文教厚生常任委員会委員長）

２ 山武郡市医師会東金ブロック長

３ 医療法人静和会浅井病院院長

４ 山武郡市歯科医師会東金ブロック長

５ 山武保健所長

６ 東金市教育委員会の委員長

７ 国民健康保険運営協議会の会長

８ 東金市社会福祉協議会の会長

９ 東金市身体障害者相談員の代表

１０ 東金市知的障害者相談員の代表

１１ 東金市身体障害者福祉会の会長

１２ 東金市手をつなぐ親の会の会長

１３ 精神障害者の会の会長

１４ 東金市ボランティア連絡協議会の代表

１５ 学識経験者（民生児童委員の代表）
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（２）東金市障害者施策推進協議会委員名簿

機関・団体等 氏 名 備 考

１ 市議会の代表（文教厚生常任委員会委員長） 田 中 キヌエ

秋 葉 隆 三 H12.3.31まで
２ 山武郡市医師会東金ブロック長

佐久間 正 成 H12.4.1から

３ 医療法人静和会浅井病院院長 浅 井 邦 彦

堤 正 広 H12.3.31まで
４ 山武郡市歯科医師会東金ブロック長

木 村 洋 一 H12.4.1から

５ 山武保健所長 高 地 刀志行

土 屋 辰 男 H12.8.31まで
６ 東金市教育委員会の委員長

吹 野 直 H12.9.1から

７ 国民健康保険運営協議会の会長 古 川 克 己

８ 東金市社会福祉協議会の会長 高 橋 英 三

９ 東金市身体障害者相談員の代表 石 川 昌 司

１０ 東金市知的障害者相談員の代表 植 松 けい子

１１ 東金市身体障害者福祉会の会長 小 川 廣

１２ 東金市手をつなぐ親の会の会長 鎗 田 敏 光

１３ 精神障害者の会の会長 橋 本 幸 康

１４ 東金市ボランティア連絡協議会の代表 遠 山 みつ子

１５ 学識経験者（民生児童委員の代表） 勝 田 緑 朗
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（３）東金市障害者計画検討委員会設置要綱

（設 置）

第１条 本市は、東金市障害者計画（以下「計画」という。）を策定するにあたり、

東金市障害者計画検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。

（所掌事務）

第２条 委員会は、次に掲げる事務を行う。

１ 障害者計画策定に係る各部課間の調整及び重要事項の調査・検討。

２ その他、計画の策定に必要な事項。

（組 織）

第３条 委員会は、委員長、副委員長及び別表に掲げる委員をもって組織し、委員の

任期は計画の策定の完了をもって終了する。

２ 委員長は、市民福祉部長の職にある者をもって充て、副委員長は、委員長が指名

する。

３ 委員長は、委員会の会務を総理し、委員会を代表する。

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は委員長が欠けたときは

その職務を代理する。

（会 議）

第４条 委員会の会議は、必要に応じて委員長が招集し、議長となる。

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。

３ 委員長は、検討委員会の会議において必要と認められるときは、関係者の出席を

求め、その説明若しくは意見を聴き、又は資料の提出を求めることができる。

（庶 務）

第５条 委員会の事務は、市民福祉部福祉課において処理する。

（補 則）

第６条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関して必要な事項は、委員長

が定める。

附 則

この要綱は、平成１１年９月１日から施行する。
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別表（第３条）

総 務 部 総務課長

企画財務部 企画課長 財政課長

建 設 部 土木課長 建築指導課長 都市計画課長

経済環境部 商工観光課長

市民福祉部 市民福祉部長 福祉課長 児童家庭課長 健康指導課長 市民課長

介護保険室長

教 育 部 学校教育課長 生涯学習課長

社会福祉協議会 事務局長
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（４）東金市障害者計画検討委員会委員名簿

職 名 氏 名 備 考

錦 見 壽 雄 H12.3.31まで
総務部総務課長

土 屋 恒 男 H12.4.1から

企画財務部企画課長 舘 野 昭 彦

企画財務部財政課長 木 村 隆

林 直 樹 H12.3.31まで
建設部土木課長

行 方 秀 明 H12.4.1から（前都市計画課長）

酒 井 勝 美 H12.3.31まで
建設部建築指導課長

嶋 田 実 H12.4.1から

行 方 秀 明 H12.3.31まで
建設部都市計画課長

加 藤 元 和 H12.4.1から

経済環境部商工観光課長 石 田 光 男

永 島 正 敏 H12.3.31まで
市民福祉部長

嶋 輝 幸 H12.4.1から（前福祉課長）

嶋 輝 幸 H12.3.31まで
市民福祉部福祉課長

齋 藤 操 H12.4.1から

市民福祉部児童家庭課長 小 倉 愛 子

市民福祉部健康指導課長 秋 葉 早 苗

市民福祉部市民課長 石 橋 輝 喜

市民福祉部介護保険室長 古 川 浩 一 H12.4.1から

石 橋 冨士夫 H12.3.31まで
教育部学校教育課長

藤 田 実 H12.4.1から

品 川 雅 秀 H12.3.31まで
教育部生涯学習課長

阿部倉 隆 H12.4.1から

石 田 和 男 H12.3.31まで
社会福祉協議会事務局長

子 安 克 典 H12.4.1から
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２．検討経緯

【平成11年度】

月 日 実 施 事 項 等

７月２日 ○業者選定企画提案ヒアリング

７月７日 ○業者選定会議

10月４日 ○第１回東金市障害者計画検討委員会
＜議事＞
１．東金市障害者計画検討委員会設置要綱並びに東金市障害者施策
協議会設置要綱について

２．平成11年度東金市障害者計画策定業務のスケジュールについて
３．基礎調査（東金市の福祉に関する調査）案について

10月12日 ○第１回東金市障害者施策推進協議会
＜議事＞
１．委嘱状の伝達について
２．東金市障害者施策推進協議会設置要綱について）
３．平成11年度東金市障害者計画策定業務のスケジュールについて
４．基礎調査（東金市の福祉に関する調査）案について

10月30日 ○アンケート調査実施（12月15日まで）

３月29日 ○第２回東金市障害者施策推進協議会
＜議事＞
１．基礎調査（東金市の福祉に関する調査）報告書（案）について
２．今後のスケジュールについて
３．平成11年度東金市障害者計画策定業務のスケジュールについて
４．基礎調査（東金市の福祉に関する調査）案について
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【平成12年度】

月 日 実 施 事 項 等

５月15日 ○東金市障害者計画策定に関する施策検討調書の依頼

５月26日 ○全員協議会にて中間報告

６月23日 ○第２回東金市障害者計画検討委員会
＜議事＞
１．東金市障害者計画策定の趣旨について
２．平成１１年度事業報告（中間報告）
３．調査報告書について
４．平成１２年度事業スケジュールについて
５．施策検討調書及びヒアリングについて

６月28日 ○施策検討調書に基づくヒアリング実施（６月30日まで）

11月２日 ○第３回東金市障害者計画検討委員会
＜議事＞
１．計画書の骨格について
２．「計画の概要」について
３．「課題」について
４．「理念」について
５．「基本目標」について
６．「施策体系」について
７．「推進計画」について
８．「重点施策」について

11月24日 ○第３回東金市障害者施策推進協議会
＜議事＞
１．計画書構成（案）について
２．第Ⅰ部総論について
３．第Ⅱ部各論について

12月27日 ○第４回東金市障害者計画検討委員会
＜議事＞
１．第Ⅰ部総論について
２．第Ⅱ部各論について

１月15日 ○第４回東金市障害者施策推進協議会
＜議事＞
１．第Ⅰ部総論について
２．第Ⅱ部各論について
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３．用語解説

あ行

アジア太平洋障害者の十年

国連・障害者の十年（１９８３～１９９２年）を継承し、障害者施策の推進を図る

ため、１９９３年から２００２年を期間としている。日本をはじめアジア太平洋諸国

は、この１０年間の国内行動計画を定めた。日本では「障害者対策に関する新長期計

画」がこれにあたる。

ＮＰＯ（特定非営利法人）

平成10年12月１日から施行された「特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）」に基づい

て法人格を取得した民間非営利団体（Non Profit Organization）のこと。

介護保険制度の導入に伴い、市民参加型在宅サービス組織等が介護保険事業者とし

ての認可を受けるためにこの法人格を取得するケースが増加しつつある。

音声・言語・そしゃく機能障害

身体障害の一種。身体障害者福祉法では、音声機能、言語機能又はそしゃく機能の

喪失又は著しい障害で永続するものを同法の対象となる身体障害としている。なお、

年金各法や労働災害補償各法にも障害認定に関し類似の規定がある。

か行

介護保険制度

平成１２年４月より開始された、高齢者への介護サービスの提供システム。介護保

険制度では、介護サービスは医療保険と同様に社会保険方式による保険給付となり、

サービスの利用については、利用者本人とサービス提供を行う事業者との「契約」に

よるものとなった。制度の運営主体となる保険者は市町村で、被保険者は65歳以上が

「第１号被保険者」、40歳以上65歳未満の医療保険加入者が「第２号被保険者」。サ

ービスを利用できるのは原則として「第１号被保険者」で、利用の際には１割の自己

負担がある。

ガイドヘルパー

重度の視覚障害者及び脳性まひ者等全身性障害者の外出時に付き添い、移動時の介

護等を行うヘルパー。ガイドヘルパーが行なうサービスをガイドヘルプサービスとい

う。

簡易マザーズホーム

市町村が設置し、障害のある就学前の児童に対し通園の方法により肢体不自由児に
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対する体幹の機能回復訓練や知的障害児に対する日常生活における基本動作の指導及

び集団生活への適応訓練を行なう施設。

「完全参加と平等」

ノーマライゼーションの理念を踏まえた「国際障害者年」（１９８１年）のテーマ。

障害者がそれぞれの住んでいる地域で、社会生活と社会の発展に完全に参加できるよ

うにすると同時に、他の市民と同じ生活条件の獲得と社会的・経済的発展によって生

み出された成果の平等な配分を実現するという意味。

共同作業所

在宅の精神障害者で雇用されることが困難な者に対し、仕事を与えるとともに生活

指導等を併せて行いその自立を助長する施設。

グループホーム

数人の障害者が一定の経済的負担を負って共同生活する住宅（アパート・マンショ

ン・一戸建て等）をいう。同居あるいは近隣に居住している専任の世話人が、日常的

な生活援助を行う。

契約

一般的には、相互の法的関係を規定する同意のこと。福祉サービスの利用において

は、これまで市町村等の行政の「措置」としてサービスが提供されてきたが、社会福

祉事業法の改正に伴い、平成15年４月以降、サービス利用者は、サービスを提供する

事業者を自らの意思で選択、決定し、契約を結んで利用することとなる。各サービス

の利用の決定権は利用者にある。

言語聴覚士

何らかの原因で言語障害や難聴、失語、言語発達遅滞などの言語・聴覚の障害をも

つ人に対し、専門的な訓練・指導を行い、機能回復や障害の軽減を図る専門職の国家

資格。

権利擁護

自己の意思表示の困難な知的障害者等に代わって、援助者等が代理としてその権利

やニーズの獲得を行うことをいう。

国連・障害者の十年

国際障害者年の目的を計画的に達成していくために、１９８２年に国連が決議採択

したもので、１９８３年から１９９２年までの１０年間を設定した。各国が、障害者

の福祉、自立援助、教育等の諸施策を計画的に充実していくよう要請したもの。
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さ行

作業療法士（ＯＴ）

リハビリテーションに必要な専門職の一つ。国家試験によって免許を受ける。作業

療法とは、身体に障害のある者に対して、応用動作能力や社会適応能力の回復のため

に、手先の訓練や何らかの作業を行わせること。

児童相談所

児童に関するあらゆる問題について相談を受け、問題の原因や対応方法を専門的に

調査・診断し、児童に適した指導を行う公的専門相談機関。あわせて児童福祉施設へ

の入所の措置等も行なう。都道府県及び政令指定都市が設置できる。

「社会福祉基礎構造改革について（社会福祉事業法改正法案大綱骨子）」

平成１２年４月に厚生省が発表した社会福祉事業法の改正法案の骨子。ここでいう

社会福祉基礎構造改革は、昭和２６年の社会福祉事業法制定以来大きな改正の行われ

ていない社会福祉事業、社会福祉法人、措置制度など社会福祉の共通基盤制度を改革

することを意味している。具体的な改革の方向は、(1) 個人の自立を基本とし、その

選択を尊重した制度の確立、(2) 質の高い福祉サービスの拡充、(3) 地域での生活を

総合的に支援するための地域福祉の充実、の３点である。

社会福祉事業法

昭和２６・３・２９ 法４５。社会福祉事業、社会福祉法人、措置制度など、わが

国の社会福祉制度の共通基盤をなしていた法律。社会福祉基礎構造改革により、平成

12年５月に大幅に改正され、現在は「社会福祉法」。

手話通訳者

身体障害者の福祉に理解と熱意のある手話技術を有する者で、都道府県知事、市長

から委嘱され、聴覚障害者、音声・言語機能障害者と関係機関相互の更生援護につい

ての相談、指導等の伝達の仲介機能としての任にあたる者のことをいう。委嘱された

者には、手話通訳者であることを証明する証票が交付され、月６回以上勤務するもの

とされている。

手話奉仕員

手話法を習得した者であって、社会奉仕の精神をもって、聴覚障害者、音声・言語

機能障害者のコミュニケーションの媒介の役割を果たす者をいう。所定の講習等を受

けて、手話法を習得した者のうち、本人の承諾のあった者について、都道府県または

市に登録され、手話奉仕員であることを証明する証票が交付される。手話の要請があ

った場合には、巡回相談、広報活動、身体障害者の文化活動に協力するほか、聴覚障

害者、音声・言語機能障害者の申し出により派遣される。
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障害者基本法

昭和４５年に制定された「心身障害者対策基本法」を、平成５年に抜本改正して制

定した法律。基本的理念として、①すべて障害者は、個人の尊厳が重んぜられ、その

尊厳にふさわしい処遇を保障される権利を有する、②すべて障害者は、社会を構成す

る一員として社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会を与えられ

る、と定め、障害者の基本的人権とノーマライゼーションを唱っている。具体的な施

策としては障害者基本計画等の策定のほか、医療・教育・雇用・年金等、あらゆる分

野について、国及び地方公共団体等の義務を定めている。

障害者ケアマネジメント

地域における障害者の生活を支援し、自立と社会参加を促進するため、障害者の状

態・容態及び本人や家族等の希望に応じて、保健・医療・福祉の各サービスを組み合

わせ、適切な身体的・精神的・社会的なケアプラン（介護サービス計画）を作成し、

継続的に援助を行うこと。ケアマネジメントを行う専門的人材をケアマネジャー（介

護支援専門員）という。

障害者職業センター

身体障害者・知的障害者その他様々な障害者の就職のための相談、職業能力の評価、

事業所に対する障害者の受け入れ指導を行う施設。

「障害者対策に関する新長期計画」

障害者基本法に基づいて平成５年に策定された国の障害者基本計画。昭和５７年に

策定した「障害者対策に関する長期計画（昭和５８年～平成４年）」を継承する計画

で、平成５年から平成１４年を計画期間としている。「全員参加の社会づくりをめざ

して」という副題のつけられたこの計画は、「リハビリテーション」と「ノーマライ

ゼーション」の理念のもと、「完全参加と平等」を目標に、①啓発広報、②教育・育

成、③雇用・就業、④保健・医療、⑤福祉、⑥生活環境、⑦スポーツ、レクリエーシ

ョン及び文化、⑧国際協力の８分野について、「啓発から行動へ」という方向性を提

示した。

障害者の日

１９８１（昭和５６）年の国際障害者年を記念して定められ、平成５年には障害者

基本法により法定化された。国民の障害者問題についての理解と認識を深め、福祉の

増進を図ることを目的として、毎年１２月９日（国際連合で「障害者の権利宣言」を

採択した日）を障害者の日としている。毎年、総理府による記念の集いが開催される

ほか、全国各地で障害者問題に関する啓発広報のための各種行事・事業が行われてい

る。

「障害者プラン～ノーマライゼーション７か年戦略～」

国の「障害者対策に関する新長期計画」の重点施策実施計画。平成７年に策定され、

この計画から、障害者計画の分野に数値目標が導入された。また、対象に難病患者等
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が加えられた。

小規模福祉作業所

在宅の障害者で雇用されることが困難な者に対し、仕事を与えるとともに、生活指

導等を併せて行いその自立を助長する民間の施設。個人または民間の団体が設置経営

する。定員はおおむね１０名程度。

小児慢性特定疾患治療研究事業

１８歳未満（一部２０歳未満）で特定疾患に罹患し、長期療養を必要とする者に対

して、治療費の自己負担分を助成する事業。

職親制度

職親とは、知的障害者等の厚生援護に熱意を有する事業経営者等で、知的障害者等

を預かり、生活指導や技能習得訓練を行なう。職親制度は、職親を制度的に支援する

もので、知的障害者等の就職に必要な下地を与えるとともに、雇用の促進と職場にお

ける定着性を高める効果がある。

ショートステイ

短期入所のこと。「短期」とは、わが国の制度では、原則として７日以内とされて

いる。介護者が、疾病、出産、冠婚葬祭、事故等その他の社会的理由または私的理由

により家庭において介護できない場合に、要介護者を福祉施設等に短期間入所させる

ことができる。制度化されているものとして、身体障害者、知的障害者、精神障害者、

難病患者等及び高齢者に対するショートステイがある。身体障害者のショートステイ

を特別養護老人ホームで行うなど、高齢者と障害者のショートステイ相互利用も実施

されている。

身体障害者入所施設

身体障害者福祉法に基づき設置され、身体障害者を入所させてその更生を援助し、

必要な保護を行う施設。身体障害者更生施設、身体障害者療護施設、身体障害者授産

施設の３種の施設がある。地理的条件、障害の状況等により通所によっても十分その

効果が得られる場合には、通所事業も行われている。設置主体は、国、都道府県、市

町村、社会福祉法人であることを原則とする。

精神障害者保健福祉手帳

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に基づき、都道府県知事が精神障害の状

態にあると認めた者に交付する手帳。精神障害の等級は、１級から３級に区分され、

手帳所持者は、各種の保健・福祉のサービス等を受けることができる。

措置

社会福祉施設等への入所をはじめとする福祉サービスの利用にあたって、行政当局

が行政的な権限で要介護者等の入所やサービスの利用を決定すること。各サービスの
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利用の決定権は行政にある。

た行

知的障害者生活ホーム

知的障害者福祉法における知的障害者福祉ホームのこと。低額な料金で、現に住居

を求めている知的障害者に対し、居室その他の設備を利用させるとともに、日常生活

に必要な便宜を供与することを目的とする施設。

知的障害者入所施設

知的障害者福祉法に基づき設置され、知的障害者を入所させてその更生を援助し、

必要な保護・指導・訓練等を行う施設。知的障害者更生施設、知的障害者授産施設の

２種の施設がある。地理的条件、障害の状況等により通所によっても十分その効果が

得られる場合には、通所事業も行われている。設置主体は、国、都道府県、市町村、

社会福祉法人であることを原則とする。

「千葉県障害者施策新長期計画」

１９９３（平成５）年に策定された、千葉県の障害者福祉推進の基本方針と総合的

な施策の展開を定めた計画。１９８２（昭和５７）年に策定した「千葉県障害者施策

長期推進計画」を継承する計画で、国の「障害者対策に関する新長期計画」や「障害

者基本法」を受けて策定されている。

千葉県福祉のまちづくり条例

１９９６（平成８）年に千葉県が制定した、公共施設や不特定多数が利用する民間

施設、交通機関等を障害者や高齢者等が利用しやすくすることを目的とした条例。建

築物等については、スロープやエレベーター、身体障害者用便所、歩道等の設置及び

その基準等を定めており、鉄道やバスについては、障害者や高齢者の安全・快適性を

求めている。該当する建築物等の新築や大規模な修繕等の場合には届け出をする必要

があり、それが基準を満たしていない場合は必要な措置をとることを勧告することな

どを規定している。

聴覚・平衡機能障害

身体障害の一種。身体障害者福祉法では、障害が永続するもので、①両耳の聴力レ

ベルがそれぞれ７０ｄＢ以上のもの、②１耳の聴力レベルが９０ｄＢ以上、他耳の聴

力レベルが５０ｄＢ以上のもの、③両耳による普通話声の最良の語音明瞭度が５０％

以下のもの、④平衡機能の著しい障害、に該当する者を同法の対象となる身体障害者

としている。

通院医療費公費負担制度

精神障害者通院医療費公費負担制度。精神疾患を有し、その治療で通院している者
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に対して、健康保険を使って治療した場合に、医療費の自己負担が５％になるよう助

成する制度。認定疾病とが関係のない病気や、健康保険が適用されない自己負担額に

ついては適用外。

デイサービス

要援護者等をデイサービスセンター等の福祉施設に通わせ、入浴、食事の提供、機

能訓練等のサービスを行う事業。制度化されているものとして、高齢者デイサービス、

身体障害者デイサービス、知的障害者デイサービス及び身体障害児又は知的障害児に

対する児童デイサービスがある。また、高齢者デイサービスセンターを身体障害者が

利用するという相互利用も行われている。

特定疾患治療研究事業

原因不明で治療方法が確立していない難病のうち、厚生省が指定した疾患に罹患し、

療養を必要とする者に対して、治療費の自己負担分を助成する事業。

な行

日本障害者協議会

１９８０（昭和５５）年４月、国際障害者年を成功させることを目的に、１００を

超える障害者関係団体が結集して設立した「国際障害者年日本推進協議会」を出発点

として、国連・障害者の十年の終了を機に、１９９３（平成５）年４月、名称を「日

本障害者協議会」に変更して再出発した全国組織。障害の種類、立場の違い、考えの

違いを乗りこえ、障害者の社会における「完全参加と平等」の実現をめざして、障害

者運動を全国的に展開することを目的としている。

ノーマライゼーション

デンマークのバンク・ミケルセンが精神薄弱者の処遇に関して唱え、北欧から世界

へ広まった障害者福祉の最も重要な理念。障害者を特別視するのではなく、一般社会

の中で普通の生活が送れるような条件を整えるべきであり、共に生きる社会こそノー

マルであるという考え方。この理念は「障害者の権利宣言」の底流をなし、「国際障

害者年行動計画」及び「障害者に関する世界行動計画」にも反映されている。

は行

バリアフリー

ハンディキャップを負った人々が社会生活をしていくうえで、障壁（バリア）とな

るものを除去するという意味。1974（昭和49）年に国連障害者生活環境専門家会議が

「バリアフリーデザイン」という報告書を出したころから、この言葉が使用されるよ

うになった。段差などの物理的な障壁の除去をいうことが多いが、より広く、社会生
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活を困難にしている社会的、制度的、心理的なすべての障壁の除去という意味でも用

いられる。

ハローワーク

公共職業安定所のニック-ネーム。労働省が公募し 1990（平成２）年から使用。

ピアカウンセリング

障害者の相談に対し、同様の障害をもつ障害者が相談を受ける手法。この手法を用

いたときの障害をもつ相談員をピアカウンセラーという。

福祉教育推進校

福祉教育とは、社会福祉に対する住民の理解と参加を促進するために、社会福祉協

議会などの民間団体によって行われる福祉に関する啓発・体験活動や学校における教

育活動のことを意味する。市町村においては、小・中学校において福祉教育を推進す

ることが多く、モデルとして重点的に福祉教育を実施する指定校を福祉教育推進校と

いう。１～２年単位で持ち回ることが多い。

福祉作業所

在宅の障害者で雇用されることが困難な者に対し、仕事を与えるとともに、生活指

導等を併せて行いその自立を助長する施設。定員は５名以上２０名未満。

法定雇用率

身体障害者雇用率のことをいう。障害者の雇用の促進等に関する法律に定められて

いるもので、国及び地方公共団体の非現業部門にあっては２．０％、現業部門にあっ

ては１．９％、特殊法人にあっては１．９％、民間の事業所にあっては１．８％とさ

れ、これを超えて身体障害者（知的障害者を含む）を雇用する義務を負う。この場合、

重度障害者１人は障害者２人として算入される。この雇用率を達成していない事業主

には、毎年度、未達成数に応じて身体障害者雇用納付金の納付を義務づけ、達成して

いる事業主に対しては、身体障害者雇用調整金又は報奨金が支給される。

ホームヘルプサービス

高齢者、障害者、難病患者等の家庭を訪問し、入浴・排泄・食事等の介護、衣類の

洗濯、住居等の掃除、生活必需品の買い物、関係機関等との連絡、生活・身上・介護

に関する相談・助言等を行なう在宅福祉サービス。サービスを提供する専門職をホー

ムヘルパーという。

ボランティアセンター

おおむね市町村単位で設置されるボランティア活動の拠点。社会福祉協議会が設置

することが多く、福祉ボランティアを中心に多様なボランティアが登録し、需給調整、

情報交換、相談、学習、活動の場の提供など、多様な機能を果たす。本市でも社会福

祉協議会にボランティアセンターを設置しているが、（仮称）東金市保健福祉センタ

－９６－



ーの整備を機に、ボランティアセンターの機能の拡充を図る予定。

ま行

盲人用信号機

視覚障害者に配慮した歩行者用信号機。横断歩道に設置され、青信号の間には音楽

（「とおりゃんせ」が多い）で通行可能であることを知らせ、点滅しだすと警告音に

変わる。赤信号の間は無音。

や行

郵政省電気通信審議会

郵政省が設置する審議会の一つ。電気通信事業の発達・改善等に関する総合的な政

策について、郵政大臣の諮問に対して審議し、答申する。平成１２年末現在、総会の

もと、有線放送部会、通信政策部会、電気通信事業部会、情報処理部会の４つの部会

と、ＩＴ革命を推進するための電気通信事業における競争政策の在り方についての特

別部会が設置されている。

ら行

理学療法士（ＰＴ）

リハビリテーションに必要な専門職の一つ。国家試験によって免許を受ける。理学

療法とは、身体に障害のある者に対して、身体の基本動作能力の回復のために、治療

体操を行わせたり、マッサージや温熱などの治療を行なうこと。

療育

医療・治療の「療」と教育・保育の「育」を合わせた造語。障害児の能力の開発・

育成に関しては、医学的治療とともに教育・指導・訓練等の対応が重要であることか

ら、一般に用いられるようになった。

レスパイトサービス

家族等の介護者に代わって、障害者の介護を一時的に代行するサービスの総称。急

用や急病、突発的な事故、介護者が休息をとりたいなどの理由で、介護者がいつもど

おりの介護ができない場合に利用するもので、ショートステイやデイサービスなどの

介護サービスがこれにあたる。

－９７－


	表紙
	はじめに
	目次
	第Ⅰ部総論
	第１章　計画の概要
	第２章　障害者をとりまく現状と課題
	第３章　計画の基本的考え方
	第Ⅱ部各論（施策の内容）
	第１章　共に支えあい助けあうために
	第２章　障害者が生きがいをもって生活するために
	第３章　障害者が安心して生活するために
	第４章　障害者が安全に生活するために
	第５章　計画の推進に向けて
	資料編
	用語解説



